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序 

 
これまで当研究所で取り組んできた一連の都市創生研究においては、世界各地で取り組まれてい

る都市再生は、短絡的な都市経済のカンフル剤といったスケールのものではなく、都市自体の創造

的活力を高め、中長期的展望を備えた都市の生き残り戦略であると捉えてきた。 
そのためには「都心」を再活性化し、ボーダーレス化する世界情勢のなかで、存在感やブランド

力を担保しつつ、都市そのものの創造的な力（人・モノ・情報）を高めることにその核心があり、

そのことを我々は「ポスト都市再生」とよび、まちをつくる発想ではなく、育てる発想へと転換さ

せ、その輪郭を模索してきた。 
 そこで、2007年度の研究会では、かつての“港”としての賑わいを急速に失いつつある安治川、

木津川、尻無川の川沿いを中心としたエリアにスポットをあて、水辺の都市の長期的転換手法とし

て、従来のハード主体・大規模開発手法とは異なった、文化芸術を含むソフト主体・段階的転換の

手法を研究し、「水都ジェントリフィケーション－大阪トライアングル構想」（2008 年 7 月）を公

表した。 
2008 年度の研究会では、ポスト都市再生の目指すべき姿とは、濃密で都市の魅力を余すところ

なく表現しうる多様な性格を備えた有機体のような形として提示されるべきであると考え、アメリ

カ都市における有力な都市再生政策である、District（地区）に主眼をおいた都市の賦活策に着目

し、ニューヨーク、クリーブランドといった都市におけるBID（Business Improvement District）
やCDFI（Community Development Financial Institutions）などの制度・組織・資金等、エリア・

マネジメントに関する一連の取り組みを調査した。 
一方、大阪では水都大阪の再生・復興に取り組むシンボル・イベント「水都大阪2009」の開催、

ミナミの繁華街における「宗右衛門町リファイン23プロジェクト」、水都大阪のシンボルとなって

いる中之島における「中之島まちみらい協議会」、船場におけるまちづくり団体である「せんば

GENKI の会」など、地区に根差してより総合的な視点でかつ戦略的にエリア・マネジメントを推

進していこうという動きも進んでいる。 
そこで、アメリカでの調査を踏まえて関西の都市創生を展望するうえで、大阪の都心をモデルに

現状の課題を捉えつつ、大阪の都市創生のポテンシャルを読み解き、その賦活策として、大阪版

BID システムの導入により大阪・ミナミを再び劇場地区（Theater District）として再構築する

など、大阪に様々な個性ある地区（DISTRICT）を核として、重層的な大阪の都市イメージの強化

をはかり、自律的なエリア・マネジメントが実行しうるサイクルを生み出す政策へと転換していく

ことを提案したい。 
「リ・アクティブ」とは、Reactive（応答する）とRe－Active（再活性化）という意味を含んで

おり、本研究成果が今後の関西、大阪の都市活性化策の一助となることを節に願うものである。 
 本研究においては、アメリカ視察調査におけるヒアリング等、多くの皆様にご協力いただきまし

た。ここに記して感謝の意を表します。 
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骨  子 

 

世界各地で取り組まれている都市再生は、短期的な都市経済のカンフル剤といったスケールのも

のではなく、中長期的展望を備えた都市の生き残り戦略であると捉えてきた。そのためには「都心」

を再活性化し、存在感やブランド力を担保しつつ、都市そのものの創造的な力（人・モノ・情報）

を高めることにその核心がある。そのことを我々は「ポスト都市再生」とよび、その目指すべき姿

とは、いくつかの優先順位の高いプロジェクトによって特徴づけられた断片的な都市骨格の姿では

なく、空白がなく濃密で都市の魅力を余すところなく表現しうる多様な性格を備えた有機体のよう

な形として提示されるべきものである。 

そして、マクロレベルな都市戦略だけでは十分に次代の都市像を語ることが難しい状況にある今、

ミクロレベルで展開される内発的なまちづくりの機運を取り込みながら、総体として都市像をくみ

上げていくという新たな計画論を構築するべき時期に来ており、産業・行財政・人材・地域資源な

ど都市が備え持つ内発的なリソースをフルに活用しながら都市を再編集してその活力を高め、中長

期的に持続可能な都市経営フェーズへの到達を目指す「都市創生」を実現する取り組みを本格化さ

せる必要に迫られてきた。我々はそのことをポスト都市再生として提示すべく、都市創生実現に向

けた処方箋を考えるにあたり、アメリカの諸都市に見る都市再生に関わる取り組みを調査し、それ

らを踏まえて関西の都市創生を展望するうえで、大阪の都心をモデルに現状の課題を捉えつつ、そ

の賦活策を提言する。 

 アメリカ都市における都市再生政策のなかで特に際立っているのが、District（地区）に主眼を

おいた都市の賦活策の展開である。この District（地区）を主体とするという取り組みは、各地区

に地元のまちづくり組織を配置し、地元の主体的意志によって、地区の問題点・課題を自らで解決

していくことに主眼があり、都市計画のゾーニングの見直し、都市整備基盤についても BID など

のまちづくり組織との対話による計画の質的充実と詳細化が図られるシステムが取り入れられて

いる。また、条件不利地域コミュニティにおける、居住確保、企業のイノベーションの増長、雇用

促進、経済成長、地域活性化などに特化して金融事業を展開する CDFI が大きな役割を果たしてい

る。さらに、重厚長大型産業の衰退と都市の郊外化現象のダブルパンチを浴びたクリーブランドに

おいては、ダウンタウンの歴史的建築街区を中心にデザイン地区を設定し、21 世紀型の高付加価

値・知識集約型産業都市への転換に挑戦している。これらアメリカの都市創生に関わる一連の取り

組みを俯瞰し、関西の都市創生を実現していくためのケーススタディとして、大阪の都心をモデル

に提言したい。 

現在、大阪においても、District（地区）を主体としたまちづくり組織の設立が進んでおり、ま

た、地層のように積み重なった時代を物語る歴史資源を活用して、地域の活性化に繋げていく様々

なイベントや情報発信も盛んに実施されているなど、固定化した大阪のブランドイメージの再構築

を目指す、地区レベルでの取り組みが急速に広がりを見せている。これらの状況を勘案すると、い

よいよ大阪においてもエリア・マネジメントを基盤とした都心賦活政策への移行と、エリア・マネ

ジメントを支える持続可能な活動基盤を構築することが求められている。そこで、「大阪版 BID シ

ステムの導入」を提案したい。 

  



  

まず、District（地区）単位での都市計画や産業・経済政策等の総合政策パッケージと対話型の

まちづくりシステムを構築するとともに、まちづくりを支える資金循環構造として、レバレッジの

効いた資金調達を後押しする仕組みづくりが重要であり、公共や金融機関、商工会議所等が一体と

なって「関西都市創生インターミディアリー」を創設してはどうか。そして、多様な個性ある地区

（District）を設定することにより、濃密な有機体としての都市像を構築し、より地区らしさが表

出する都市空間のしつらいや街並み形成、界隈性の形成へと発展させていくなど、自律的なエリ

ア・マネジメントが実現しうるサイクルを生み出す政策へと転換していくことが重要である。 

たとえば、繁華街ミナミでは空洞化が進む劇場を再び誘致して、劇場地区（Theater District）
として再構築していくというアイデアはどうか。確かに、劇場というビジネスはリスクが大きい割

に収益性の低い性質を有するが、地区の核として集客する役割を担うことができれば、周辺市街地

への波及は大きなものが期待できる。そのためには、劇場地区（Theater District）における劇場

を備えた建築物に対する思い切った容積率ボーナスの提供や、税の優遇措置、劇場と水辺といった

ミナミの有する地域資源を最大限生かした都市デザインの導入など、地区のアイデンティティを表

出させる様々な制度仕組みの導入が欠かせないのではないか。 

この他、近代建築が豊富に残る船場は、歴史的都心地区（Histric CBD）として再生させ、また、

南船場や堀江などは、様々なデザイン産業の集積を生かし、都市型産業の創出を目指したトレンド

発信基地としてのデザイン地区（Design District）とするなど、地区の個性を生かした賦活策は大

阪の都心を甦らせる可能性に満ちている。 

地区を特徴づけ、エリア・マネジメントによって自律的できめ細かな地区経営を実現できれば、

雑然として没個性的な都心の風景を一変し、魅力的な都心の産業を創造させ、自ずと大阪の都市イ

メージは再び輝きを放つはずである。 



１．都市再生から都市創生へ 

 

（１） 都市再生のターニング・ポイント 

 

 平成 13 年の緊急経済対策に端を発したわが国都市再生の取り組みは、平成

14 年 6 月に都市再生特別措置法の施行をうけ、都市再生プロジェクトの推進、

民間都市開発投資の促進を目指した都市再生緊急整備地域指定、全国都市再生

のためのモデル調査およびまちづくり交付金など、その幅を広げてきている。 
 関西においても、大阪駅北地区、彩都、水都大阪の再生、ヒートアイランド

対策の展開、密集市街地の緊急改善、繁華街での防犯対策をはじめ数多くの都

市再生プロジェクトが進行している。 
（第一次決定） （第五次決定） 
東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備  国有地の戦略的な活用による都市拠点形成  
 ■首都圏広域防災拠点整備協議会 （第六次決定） 
 ■京阪神都市圏広域防災拠点整備検討委員会 琵琶湖・淀川流域圏の再生  
大都市圏におけるゴミゼロ型都市への再構築   ■琵琶湖・淀川流域圏再生推進協議会 
 ■首都圏ゴミゼロ型都市推進協議会 （第七次決定） 
 ■京阪神圏ゴミゼロ型都市推進協議会 大阪圏における生活支援ロボット産業拠点の形成  
 ■中部圏ゴミゼロ型都市推進協議会  ■大阪圏生活支援ロボット産業拠点の形成に係る推

進協議会 中央官庁施設のＰＦＩによる整備  
（第八次決定）  ■霞ヶ関三丁目南まちづくり協議会 

（第二次決定） 
大都市圏における国際交流・物流機能の強化  
大都市圏における環状道路体系の整備  

都市再生事業を通じた地球温暖化対策・ヒートアイラ

ンド対策の展開 
 ■「地球温暖化対策・ヒートアイランド対策モデル

地域」 大阪圏におけるライフサイエンスの国際拠点形成  
 ■大阪圏ライフサイエンス推進協議会 
都市部における保育所待機児童の解消  

（第九次決定） 
防犯対策等とまちづくりの連携協働による都市の安

全・安心の再構築  ＰＦＩ手法の一層の展開  
（第三次決定）  ■大都市等の魅力ある繁華街の再生のための連絡調

整会議 密集市街地の緊急整備  
都市における既存ストックの活用  
大都市圏における都市環境インフラの再生  

 ■繁華街再生 11 地区実務担当者会議 
（第十次決定） 
大学と地域の連携協働による都市再生の推進  ■東京湾再生推進会議 

 ■大阪湾再生推進会議  ■大学と地域の連携協働による都市再生の推進に関

する関係府省連絡会議  ■自然環境の総点検等に関する協議会 
 ■「大学地域連携まちづくりネットワーク」  ■寝屋川流域水循環系再生構想検討委員会 
（第十一次決定）  ■神田川流域水循環系構想検討委員会 

 ■「水の都大阪」再生協議会 
（第四次決定） 
東京圏におけるゲノム科学の国際拠点形成  

国家公務員宿舎の移転・再配置を通じた都市再生の推

進 
 ■国家公務員宿舎の移転・再配置を通じた都市再生

の推進に関する連絡調整会議  ■東京圏ゲノム科学推進協議会 
（第十二次決定） 北部九州圏におけるアジア産業交流拠点の形成  
「密集市街地の緊急整備」－重点密集市街地の解消に

向けた取組の一層の強化－  
地方中枢都市における先進的で個性ある都市づくり

  
 （札幌） （第十三次決定） 
 ■人と環境を重視した都心づくり推進協議会 国際金融拠点機能の強化に向けた都市再生の推進  
 ■さっぽろ都心交通検討会（平成 14 年 3 月で終了）  
 ■都心交通計画策定委員会 
 ■緑を感じる都心の街並み形成計画策定委員会 
 ■エネルギー有効利用都市推進委員会 
  （広島） 
 ■広島 水の都ひろしま推進協議会 

fig.わが国の都市再生プロジェクト（都市再生本部）
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 こうした都市再生の一連の取り組みは徐々にその成果をあげている。しかし

ながら、わが国都市再生の取り組みが、世界各地で取り組まれている都市再生

の一連の取り組みと位置づけを異にしていることも確かだ。では、いったい何

処が各地で取り組まれている都市再生と異なるのか、わが国都市再生の抱える

課題とは何なのかを考えてみたい。 

 わが国の都市再生は、現状の都市が抱える様々な問題の解決を目指し、21 世

紀という時代に目指すべき方向性を大まかに示していることは間違いない。関

西・大阪での取り組みでいえば、環境の世紀に相応しい新たな産業誘致を実現

するパネルベイの形成や、大阪駅北地区を関西のゲートウェイとして、ナレッ

ジ・キャピタルを集積させ、ロボット産業といった次世代産業を活性化させて

いくという取り組みや、水都大阪の再生のように都市の歴史・文化やその魅力

を生かした都市再生を実現していくといった方向性がその代表だろう。 

 確かに、そのことは評価できる。しかし、その方向の設定は 21 世紀という

時代において都市そのもののあり方が問われている時代にあっては、こうした

取り組みだけでは本質的な議論に踏み込めていないのではないだろうか。 

 重点的に取り組まれているいくつかの課題は着実に成果があがっている。し

かし、都市の中の大部分を占めるそれ以外の地域では、深刻な課題を背負った

まま解決の糸口を見出せずにいる。例えば、関係者の努力もむなしく空洞化が

続く多くの中心市街地ではその歯止めがかからずにいるし、もっぱら都市計画

面での規制緩和を主眼としたインセンティブではそもそも容積率ボーナスにメ

リットが見出せる立地条件でしかその効果を期待することはできない。都市の

ポテンシャルが高まっていないなかでの特定のエリアに的を絞った容積率ボー

ナスの活用は、周辺地域の潜在的な需要を吸い取るだけではないかという指摘

もある。 

 もっとも、都市再生特別措置法は緊急経済対策を背景としている点や、時限

立法であることを勘案すれば、当面の都市の活力維持・向上に焦点を当てた施

策であって、中長期的な都市のあるべき姿を論じる位置づけではあろうはずは

なく、この取り組みに過度な期待をしてはいけないと見る向きもあろう。しか

しながら、都市再生特別措置法の施行から７年が経過した今、いよいよ当面の

問題だけを見ていればよい時期は終わろうとしていると考えるべきではないだ

ろうか。タイムリミットは近づいているのである。 

 これまで当研究所で取り組んできた一連の都市創生研究においては、世界各
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地で取り組まれている都市再生は、短期的な都市経済のカンフル剤といったス

ケールのものではなく、中長期的展望を備えた都市の生き残り戦略であると捉

えてきた。そして、そのためには「都心」を再活性化し、ボーダーレス化する

世界情勢のなかで、存在感やブランド力を担保しつつ、都市そのものの創造的

な力（人・モノ・情報）を高めることにその核心があると指摘してきた。その

ことを我々は「ポスト都市再生」とよび、その輪郭を摸索してきた。 

 そして、そのポスト都市再生の目指すべき姿とは、いくつかの優先順位の高

いプロジェクトによって特徴づけられた断片的な都市骨格の姿ではなく、空白

がなく濃密で都市の魅力を余すところなく表現しうる多様な性格を備えた有機

体のような形として提示されるべきものであろう。確かに、いくつかの主要な

プロジェクトが次代の都市像を代表することはあるだろう。しかしながら、そ

れ以外の「都市の中身」が空白という状況では、相変わらず都市イメージのス

テレオ・タイプから脱却することは覚束ない。これまでのやり方の延長線上で

は所詮はありきたりの都市像からの脱却は難しい。 

 そんな中、わが国の都市再生においても発展的にポスト都市再生を展望した

動きも出てきた。平成 15 年度からは都市再生モデル調査の実施、平成 18 年に

は、都市再生の担い手の抱える課題と解決に向けた取り組み（第 16 回都市再

生本部会議）にも着手し、地域の内発的な活力を生かした都市再生を志向し始

めた。都市そのものに内包される創造的な力こそが、都市を支え、牽引するエ

ンジンとなる以上、いかに都市を活性化させるかということがその到達点とし

て問われるべきなのである。論点は明確になってきている。 
 

（２） 問われている都市を再生するビジョンのあり方 

 

 確かに、次代の都市のあり方を語るとき、広域的視点で大きな方向性を指し

示すことは重要だ。特に 21 世紀という時代をどう生き抜くかという視点で捉

えた時に、大胆かつ戦略的に産業の誘致や育成を図りながら、都市構造を再編

していくといったマクロ的発想は欠かすことはできない。しかし、こうしたマ

クロの都市政策、都市コンセプトだけでは、もはや都市を本質的に賦活させて

いくことは難しくなってきたと言わざるをえないもの事実である。マクロ的な

都市戦略だけでは、都心周辺の空洞化した市街地を再びにぎわいのある場所へ

と変貌させていくだけの力は備えていない。確かに次代への備えとして意味の
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あることではあるが、関西の多くの市街地が抱える空洞化・成熟化といった市

街地の抱えるミクロな課題とはフェーズの異なる問題なのである。このことは、

広域的な計画策定の難しさ、行きづまりにも現れている。かつて国土の均衡あ

る発展を旗印に策定された全国総合開発計画や、都市軸・都市拠点などの空間

構造で示された都市のマスタープランといった様々な計画がその姿を変えよう

としていることからも明らかではないだろうか。 

 その一方で、近年の都市を巡る動きの中で特徴的なのは、マクロ的な視点に

よる都市戦略とは関係なく、ミクロレベルで活性化が進んでいる地区（District）

が生まれていることである。大阪でいえば、堀江や空掘、船場といった地区で

のその地区の個性を生かした産業集積や賑わいの形成が内発的活動によって生

まれていることはよく知られるようになっている。こうしたミクロレベルの内

発的な都市の賦活策は近年特に全国各地でも盛んになってきている。 

 こうしたマクロレベルの都市戦略と、ミクロレベルでの都市賦活の手法はこ

れまでリンクして語られることは多くなかった。それぞれ別の次元の話として

考えられていた。しかし、マクロレベルの方法論だけでは十分に次代の都市像

を語ることが難しい状況にある今、ミクロレベルで展開される内発的なまちづ

くりの機運を取り込みながら、総体としての都市像をくみ上げていくという新

たな計画論を構築するべき時期に来ているのではないだろうか。 

 関西という都市圏の再活性化を展望するとき、我々はもっとミクロレベルで

内発的に起こっている様々な動きを注意深く眺めながら、それらを支援し、取

り込みながら全体像をつくりあげることに関心を持つべきではないだろうか。 
 

（３） 都市再生から都市創生へ 

 

 都市再生という一連の取り組みを経て、わが国都市は次に取り組むべき重要

な命題をより鮮明に背負うことになった。成熟社会の本格的到来のなか、経済

が低迷を続けており、近年特に行財政逼迫の深刻さはその度合いを増している。

2008 年 9 月のリーマン・ショックに端を発したアメリカの金融危機は世界中

に飛び火し、わが国の経済も深刻な打撃を被った。関西経済も例外ではなく、

幾つかの大規模開発プロジェクトでは進捗の遅れやその影響も懸念される状況

となっている。しかし、関西の活性化を展望していくうえで、取り組むべきこ

とは山積しているし、我々に残されている時間や財源にも余力はない。 
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 いずれにせよ、いよいよわが国都市はより一層自律的規範によってその地歩

を固め、都市そのものの内発的潜在力を高めながら、自らの眼前にある課題に

立ち向かう覚悟が必要となった。そのためには、使える手法は総動員しながら

成果として最大の効果を上げる都市戦略を綿密に組立てることが必要不可欠と

なるだろう。そして、産業・行財政・人材・地域資源など都市が備え持つ内発

的なリソースをフルに活用しながら都市を再編集してその活力を高め、中長期

的に持続可能な都市経営フェーズへの到達を目指す「都市創生」を実現する取

り組みを本格化させる必要に迫られてきた。我々はそのことをポスト都市再生

として提示し、都市創生実現に向けた処方箋を考えていきたい。 

 そこで、本研究では平成 15 年以来継続的に取り組んできた一連の都市創生

研究の集大成として、アメリカの諸都市（ニューヨーク、クリーブランド等）

に見る都市再生に関わる取り組みを調査し、その成果を踏まえて関西の都市創

生に向けた提言をとりまとめる。 

 1970 年代以降、アメリカの多くの都市は、主要産業の衰退、中心市街地の空

洞化、補助金の大幅カットなどにより深刻なダメージを負った。また、幾多の

経済危機での経験・反省を踏まえ、都市政策の根本的な転換を迫られた。その

教訓の中で、持続可能な都市の実現に向けて数々の試行錯誤が進んでいる。も

ちろん、これらの多くの取り組みは、現段階では成功したと評価するには早計

であるものも多い。昨今の金融危機、サブプライム問題をはじめ都市経済を揺

るがす深刻な問題に直面し、その再構築が問われている問題もはらんでいる。 

 しかしながら、少なくとも幾つかの都市では限られた条件の中で、持続可能

な都市の実現に正面から取り組んでいる。彼らは真剣なのである。出来るかぎ

りの手段を総動員して、次代の都市像を摸索している。これらの取り組みを俯

瞰することで、わが国の都市再生に欠けるもの、そして目指すべき都市創生で

取り組むべきものとして見えてくるものがあるだろう。 

 以上のようなアメリカ諸都市の幾つかの取り組みを踏まえて、関西の都市創

生を展望するうえで、大阪の都心をモデルに現状の課題を捉えつつ、その賦活

策を提言することとしたい。 
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２．アメリカ都市の試み 

 本研究では、研究会メンバーがニューヨーク、クリーブランドといった都市

における都市再生に関する一連の取り組みを調査した。 

 本章では、研究会メンバーの３研究者がそれぞれの専門分野に関して、わが

国都市創生の実現に向けたポイントをレポートとしてまとめている。 

 

（１） District（地区）を主体とした都市の賦活策導入 

（嘉名光市） 

 ① エリア・マネジメントを中心とした展開とサポート策 

 

 強い都市像の構築には、都市構造レベルから地区レベルまで重層的なスケー

ルを駆使し、連動させていくことが欠かせない。都市全体の浮沈が重要な課題

であることはいうまでもないが、都市の内部において勝ち組、負け組といった

格差が生じている状況のなかでは、トータルバランスとして優れている競争力

のある都市を実現することは難しい。 

 都市再生政策では、都市のゲートウェイとなる拠点の整備や次代を担う主力

産業の育成、快適で利便性の高い都市構造を実現することなど様々なテーマが

扱われるが、アメリカ都市における都市再生政策のなかで特に際立っているの

が、District（地区）に主眼をおいた都市の賦活策の展開である。 

 例えば、中心市街地活性化の代表的施策として知られるメインストリート・

プログラム1を展開する地区は全米で 1,900 箇所にのぼり、それぞれの地区に

設立された非営利のまちづくり組織が草の根的に活性化に向けた取り組みを展

開している。また、より都市計画施策との連携を図りつつ、エリア・マネジメ

ントを組織的に展開し、財源の確保まで制度設計に盛込まれているBID

（Business Improvement District）も全米 1,000 地区で展開されており、もは

やDistrict（地区）を主体とした都市の賦活策はアメリカではスタンダードとな

っている。特にニューヨーク市では全米最多の 60 地区ものBIDを導入し、

District（地区）を基盤とした都市政策への移行を進めている。そして、こうし

                                            
1 メインストリート・プログラムとは、米国の歴史保全ナショナルトラストの

一部門であるナショナル・メインストリート・センタ—が開発したダウンタウン

再生の方法である。当初は歴史的街並みの保全を中心に活動を展開していたが、

徐々に活動は広がりをみせ、地域のまちづくり全般を扱う取り組みに発展をみ

せている。 
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たDistrict（地区）主体の取り組みはヨーロッパ都市にも応用され広がりを見せ

志によって、地区の問題点・課題を自らで

解決していくことに主眼がある。 

ている。 

 この District（地区）を主体とするという取り組みは、各地区に地元のまちづ

くり組織を配置し、地元の主体的意

 

fig.メインストリート・アプローチ（4 つのポイント） 
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fig.BID の仕組み 

——————— DUMBO（Down Under the Manhattan Bridge Overpass） NYC 

 ニューヨーク市で取り組まれている BID の一つ DUMBO（Down Under the 

Manhattan Bridge Overpass）は、①清掃（基礎的部分は市が提供・付加的な清

掃を実施）、落書き消し・店の周りの掃除、②プロモーション・広告、③市街地

整備（Capital Project）広場・橋の下・街路等の改修、④休日ライトアップ、

イベント、⑤小売サービスなどが、主たる活動として展開されている。このメ

ニュー自体は各地で見られる BID の活動メニューと大差ない。しかし、工業・

産業系土地利用での土地利用転換を目指し、住工共存型の土地利用を目指して

いくといった地域特性や、歴史的な建築物が多いためその保全を図りながら地

区の景観形成などの活性化を進めている点、集客力のある地区ブランドを有し

ている立地ではないために、地区のイメージ形成を図るためアートイベントに

重点を置いた活動を展開しているなど、実に個性的な活動が展開されている。 

 

 
fig.公共空間改善の将来計画 
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fig.DUMBOの街並み（歴史的建築が多い） fig.マンハッタンブリッジの直下にある 

 

 
fig.イベント会場としても使われる橋脚 fig.オフィスやアートギャラリーに 

コンバージョンされたビル（元は倉庫や工場）
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——————— 125thBID NYC 

 125thBID はハーレムの中心部、125 丁目でのプログラム・サービスと呼ばれ

る活動をメインにしている。プログラム・サービスには、①清掃、②パブリッ

ク・セーフティー、③プロモーションがある。 

 ①清掃については、Clean Team を組成して清掃活動を実施し、Partnership 

Bins（広告付きゴミ箱）を設置するなどの活動、②パブリック・セーフティー

では市警と連携し、125thBID Ambassador（案内係）の配置や街灯の設置など

を進め、③プロモーションでは、地図やガイドの配布と WEB、ニュースレター、

バナー、休日照明などを実施している。 

 この地区の特徴は、アフリカ系アメリカ人を中心としたコミュニティで育ま

れた文化的資源の集積にある一方で、貧困層も多く、治安も悪いため、安全で

快適でありかつ賑わいのある通りをつくっていくことが重要な課題となってお

り、その点に重点を置いた取り組みを進めている。 

 
fig.125thBIDの文化資源の分布状況 

 
fig.ハーレムのシンボルとなっているアポロ・シアター 
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fig.125thBIDの活動内容 
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——————— Downtown Cleveland Alliance 

 主要産業の衰退と郊外スプロール化によって荒廃した都心空間の再生ととも

に、郊外へ流出した人々を再び都心に呼び込み、都心に相応しい産業を育成し

ていくという総合的なステップで取り組んでいる。クリーブランドの商工会議

所および有力事業者らによって、設立され、活動を展開している。 

 当初はダウンタウンでは人が集まるファシリティを中心に整備を進めてきた。

アメリカンフットボールスタジアム、ベースボールスタジアム、バスケットボ

ールスタジアム、ロックンロールのミュージアム（The Rock and Roll Hall of 

Fame and Museum）、科学博物館、いくつかの劇場が建設され、都心のポテン

シャルを高めつつ、BID の設立に至っている。 

 また、コンバージョンによって住宅が 5,000-7,000 ユニット供給されており、

活性化しつつある。 

 
fig.Downtown の BID 範囲図 

 

fig.BID（Downtown Cleveland Alliance）の fig.Warehouse District の紹介冊子 
  発行する機関誌（DOWNTOWN DIGS）
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——————— District（地区）単位での各種サポート策の展開 

 District（地区）主体の意味するところは、単に各地区に地元のまちづくり組

織を配置するということだけに留まるものではない。 

 例えば、ニューヨーク市では、NYC Business Solution という組織を市の各

エリアに配置して、経済開発に関わるあらゆるサポートを地区の実状に応じて

きめ細かに対応できる環境を整えている。 

 また、クリーブランドでは、都心地区のそれぞれの実状に照らして、ポテン

シャルの高い産業の育成・誘致を目指したターゲット産業の絞り込みに取り組

んでいる。経済開発政策、産業育成・誘致政策も District（地区）志向で取り組

むなど、その賦活に関係する様々な政策は全て District（地区）を主体に応答す

る仕組みが構築され、そのことによって、地区の貧困問題の解決をはじめとし

た様々な問題解決を目指そうとしている。 
 

 
fig.NYC Business Solutionsホームページ

（http://www.nyc.gov/html/sbs/nycbiz/html/home/home.shtml） 
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fig.District of Design INITIATIVE 
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 ② 都市創生に向けた都市計画の応答 

〜District（地区）の活性化を目指す対話型都市計画〜 

 

 前述した District（地区）を主体とするという取り組みは、都市計画の応答に

も大きな変化をもたらした。全市的な視点で取り組まれることの多い都市計画

のゾーニングの見直し、都市基盤整備についても District（地区）のニーズに対

応したきめ細かな応答策が必要とされるようになり、前述した BID などのまち

づくり組織との対話による計画の質的充実と詳細化が図られるシステムが取り

入れられている。 

 また、District（地区）レベルのまちのクオリティや価値を担保するという意

味において都市計画の応答策を有効に活用しようとする取り組みも進められて

いる。容積ボリュームの整合や用途純化など大まかな都市のクオリティを担保

する道具としての都市計画から一歩前進して、無秩序な開発を防いで地区に相

応しい開発を誘導するためのダウン・ゾーニングの実現や、デザイン・レビュ

ー策の導入、通りの賑わいとまちなか居住を実現するミックスト・ユース・ゾ

ーニングの導入、通りを中心とした街並み景観コントロール、地区のポテンシ

ャルを高める公共施設整備、交通機関整備など様々な都市計画の応答策が、

District（地区）の賦活に何ができるかを中心に立案・実行される。 

 

——————— 対話型都市計画の導入とリ・ゾーニング New York 

 ニューヨークはもはや市域全域で開発余地が限界に近づいている。こうした

背景のもと、これまで都市計画のコンセプトと経済開発のコンセプトはそれぞ

れ別々に展開していたが、お互いの波及を相当意識した施策への展開が図られ

るような政策の転換が図られている。住宅部、都市計画部、スモールビジネス

などが一括して総合的な計画を立案する展開に変わりつつあり、District（地区）

を主体とした都市計画の応答策を充実させている。 

 都市計画部としては民間のデベロッパーと協議しつつ展開し（応答型）、地域

を活性化させる（再活性化）というリアクティブ・エージェンシーとして活動

することを目指している。開発許可というような立場に加えて、公共空間のデ

ザインや質、都市空間のアクティビティなど、より突っ込んだ部分に関与して

いく方向性を描いている。 

 特にこうした方向性のなかで、District（地区）を主体としたまちづくりに対
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応して、リ・ゾーニングを積極的に計画している。現在 1000 ブロック、90 プ

ロジェクトを計画するという政策の大転換に取り組んでいる。1961 年のゾーニ

ングをより詳細に、丁寧に地区の特性を見据えてマイクロ・ゾーニングを展開

していく取り組みを進めている。 

 
fig.ニューヨーク市の都市計画イニシアティブ 

 

 
fig.ニューヨーク市の計画戦略 協働プロセス 
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fig.East Village/Lower East Sideのゾーニング fig.East Village/Lower East Sideのリ・ゾーニ

ング案 既存の状況は商業、住宅がそれぞれ分離して

おり、かつ容積率が使い切れていない 通りに沿って街並みを形成するとともに、（住

宅、商業、オフィスの）用途を混在させる 

fig.East Village/Lower East Side Northwest 
Cornerの提案（リ・ゾーニング） 

fig.East Village/Lower East Side Londlow 
Streetの提案（リ・ゾーニング） 

ダウンゾーニングと街並みの形成を重視 ダウンゾーニングと街並みの形成を重視 
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——————— 対話によって生み出されたアート・ボーナス ハーレム 

 対話型都市計画の導入は、District（地区）の意志との調整が常に求められる。

District（地区）で目指すまちづくりの方向性との一致が必要となるのである。

このため、対話型都市計画では、リ・ゾーニングの提案が何度も繰り返され、

そのなかで District（地区）との意見の一致が試みられる。125thStreet でのリ・

ゾーニングの検討では、文化的資源を生かしたまちづくりを志向する 125thBID

との意見調整の末、経済開発に主眼をおいた容積率ボーナス型ゾーニングから、

文化的利用を促すアート・ボーナスと呼ばれる文化施設を導入することによる

容積率ボーナス制度が取り入れられることとなった。 

また、この一連のプロセスにおいて、125thBID ではコロンビア大学の協力のも

とで、ゾーニング案の検討（カウンター・プロポーザル）の作成まで実施する

など、District（地区）の将来像を描く取り組みまでその活動領域を広げている。 

 
fig.提案されているリ・ゾーニング案の詳細例（C4-7） 

fig.沿道の賑わいを生み出すためのルールとし

て低層階にエンターテイメント利用を義務化 
fig.カルチュラル（アート）ボーナス 
地上階にビジュアルにアートスペースを提供

することが条件 
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 fig.コロンビア大学の協力によって作成された文化的な資源を活用した提案 

 

 
fig.コロンビア大学の協力によって作成された文化的な資源を活用したリ・ゾーニング提案 
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——————— District（地区）のポテンシャルを高める交通システム Cleveland 

 地域活性化を目指し、地元のまちづくりと深く連携して交通システムを整備

しているケースもある。クリーブランドの都心を貫くメインストリートである

ユークリッドアベニューにバス専用レーンを設置し新路線を開設し、地区ポテ

ンシャルの向上に取り組んでいる。沿道には 3-4 階の建築物を建てて、1 階は

商業施設、上階は住宅とする構成で、駐車場は沿道に設置させず、背後の敷地

に用意するというゾーニングを計画している。併せて沿道の公共空間整備や、

アートの設置なども進め、都心と郊外を繋ぐ公共空間整備、交通ネットワーク

整備によって、都心の活性化と沿道の活性化を目指している。 

fig. Euclid Corridor のバス（１車線は専用） fig. Euclid Corridor のバス停 

 
fig.Euclid Corridor プロジェクト 
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 ③ 総合的な政策パッケージで描かれる都市の未来像 

 

 アメリカの都市レベルでの行財政運営は厳しい状況がつづいているが、地域

経済の規模が拡大した今日の状況では限定的な財源を原資とした補助金主体の

活性化策では、もはや有効に機能させていくことは難しい。 

 そこで、特に District（地区）単位での都市創生策の導入に際して、アメリカ

の諸都市で取り組まれているのが、エリア・マネジメントを基盤としながら、

経済開発、都市計画、地区のアイデンティティといった様々な手法を組み合わ

せて総合的にその効果を高める取り組みが取り入れられている点にある。 
 

——————— 経済開発に対する様々な政策をパッケージした取り組み UMEZ 

 ハーレムの地域再生に取り組む UMEZ（Upper Manhattan Empowerment 

Zone）では、特に経済開発に重点を置いた取り組みを網羅的に展開している点

に特徴がある。また、不動産開発や地域での起業に関わる資金提供に留まらず、

様々な事業規模に応じたローンプログラムの提供や、タックス・インセンティ

ブの併用による資金誘導、職業訓練や起業に関わるコンサルティングに加え、

地域の歴史文化資源を活用した非営利活動の支援まで手がけている。これらに

加え、前述した都市計画の応答策も加わり、地元 125thBID の活動と連携しな

がら、District（地区）レベルでの活性化と都市の未来像づくりが進められてい

る。 
fig.UMEZの提供する経済開発メニュー 

UMEZの多彩なファイナンスメニュー（レンディング、マイクロレンディング） 
ビジネス投資ローン 起業、商業事業、商業用不動産開発融資に関わるローンの提供。 
Business Invenstment 
Loan 

・ 最低25万ドルのローンサイズ 
・ 米国債連動の低利息・固定金利 
・ プロジェクトに応じたローン期間設定 
・ フレキシブルな償却費構造 
・ 最低5人以上のフルタイム雇用の確保が条件 

BRISC Loan The Business Resources and Investments Service Center (BRISC)の提

供する起業・事業拡大ローン 
・ 5万〜25万ドルのローンサイズ 
・ 低利息・固定金利 
・ 最大7年のローン期間 
・ 雇用確保要件なし 
・ UMEZによるテクニカル・アシスタント 

Micro Loan Programs UMEZのパートナーNPOの提供するスモールビジネスに対するローン。 
・ 5万ドル未満のローンサイズ 
・ 3社（ACCION New York, East Harlem Business Capital 

Corporation(EHBCC), Washington Heights and Inwood Development 
Corporation(WHIDC)）は実績が多い。 

UMEZ / ACCION New York Micro Loan Program(5.5m$ Fund) 
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Tax Exempt Bonds EZ Facility Bonds 
・ 三重の免税公債（triple tax-exempt bonds）。 
・ （経済開発と雇用を創出する）既存施設更新、新規投資のための資金

調達。 
・ 民間投資家の資金が供給されるが、債券はニューヨーク市産業開発局

（IDA）を通して発行。 
 

UMEZの提供するタックス・インセンティブ 
連邦 （１）賃金・投資控除 

①The Empowerment Zone Wage Credit（賃金控除） 
・ ゾーン居住者の従業員に年間最大3,000ドルの税額控除 
・ 年間に支払われた最初の15,000ドルの賃金の20% 
②Work Opportunity Wage Credit（雇用機会賃金控除） 
・ ニューヨーク州労働局によって認定された対象者を新規雇用した場

合、雇用者の支払う税金を初年度最大2,400ドル控除する。 
③Welfare-to-Work Wage Credit（福祉労働賃金控除） 
・ ニューヨーク州労働局によって認定された「長期家族支援受取人」を

新規雇用した場合、雇用者の支払う税金を初年度最大3,500ドル、2年
目は最大5,000ドル控除する。 

④New Markets Tax Credit（新市場税額控除） 
・ 低所得コミュニティの位置するビジネス投資に対して、初期投資の

39%に該当する7年間の税額控除を実施。 
・ 当初3年は初期投資の各5%に該当する税額控除。 
・ 残り4年は初期投資の各6%に該当する税額控除。 
・ 投資家は財務省認定のCDEs（コミュニティ開発法人）を通じて実施。

（２）加速償却 Increased Section 179 Deduction 
・ ゾーン内のビジネスの設備投資に対して初年度最大14万ドルの控除。

（３）債券融資（EZ Facility Bonds） 
・ 三重の免税公債（triple tax-exempt bonds）。 
・ 既存施設更新、新規投資のための資金調達。 
・ ニューヨーク市産業開発局（IDA）を通して発行。 
 

ニューヨーク州 ① The State Wage Credit（賃金控除） 
・ 雇用主の税額を3,000ドル控除し、雇用者の税額を1,500ドル控除（条

件あり）。 
・ 5年間利用可能。 
②The Sales Tax Refund（消費税還付） 
・ 商業・産業不動産に用いられる建設資材の購入について消費税の州税

分を還付。 
③The Zone Capital Credit（ゾーン資本控除） 
・ (i)ゾーンの会社に対する株式購入、貢献に対して、(ii)公認されたビジ

ネスへの直接投資、(iii)承認されたコミュニティ・デベロップメント事

業に対する貢献、について 25%の控除 
 

① The Industrial and Commercial Incentive Program (ICIP) ニューヨーク市 
（産業・商業インセンティブ・プログラム） 

・ 商業・製造業用不動産の財産税に対し部分的に25年間の控除。 
② The Relocation and Employment Assistance Program (REAP) 
 （再配置と雇用斡旋プログラム） 
・ マンハッタンの96番街以北に移転した企業に対し、ニューヨーク市の

企業、銀行、非法人企業税について12年間、従業員あたり3,000ドル

の税額控除を実施。 
③ The Energy Cost Savings Program 

（エネルギーコスト削減プログラム） 
・ 公共料金の配送部分のコストを削減してエネルギーコストを削減。 
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非営利系の支援メニュー 
芸術・文化組織 ・ 170万人の支援者を誘引。 

・ 観光開発に貢献。 
・ 伝統的芸術・文化組織の資金確保機会提供 
 
Cultural Industry Investment Fund (CIIF) 
・ 文化歴史施設の再開発、文化活動を支援する組織などへの補助金

・ 通常1-3年の助成期間 
 

従業員（労働力）開発 ・ 失業者への雇用開発支援。 
 
UMEZ / 1199 
・ 1199SEIU（ヘルスケアと雇用開発のNPOファンド）との共同によ

る雇用開発プログラム 
 

 

 
fig.UMEZ のプログラムを活用した不動産開発プロジェクト 
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 ④ ポテンシャルに応じた都市創生手法の導入 

 

 ひとことで都心といっても様々で、その地区ポテンシャルには様々なものが

ある。特にわが国で取り組まれる容積率緩和を主体とした都市再生政策を例に

とると、容積率ボーナスが有効に機能する立地ポテンシャルが見込める場所で

ありかつ大規模な再開発が見込める場所では有効に機能するものの、地区ポテ

ンシャルが現段階ではあまり高くなく、大規模な再開発などの見込みもない場

所での適用が難しい。こうした都心地区の様々な状況に応じた都市創生手法の

メニューが確立されているのが特徴となっている。 

 地区ポテンシャルが高く、今後再開発が見込めるエリアでは、民間主導によ

る大規模土地利用転換を進めつつ、容積率ボーナスなどのインセンティブを付

与しながら開発を誘導する方法が用いられる一方で、地区のポテンシャルが低

い場所では、当面地区ポテンシャルの向上に資するソフトプログラムに重点を

置き、コンバージョンといった土地利用転換や地域の歴史文化資源を生かした

まちづくりを進めることで、徐々に地区の再生を進める方法が導入されている。 

 

 
fig.地区ポテンシャルに応じた都市創生手法のマッピング 
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——————— 民間主導で大規模な土地利用転換を進める Hudson Yard 

 かつてはハドソン川沿いの工業系用途の一帯であったが、土地利用を転換し、

ビジネス用地への再開発が計画されている。街区内を斜めに走る新しい緑のブ

ルーバード（大通り）を整備し、周辺を高密度に再開発していくプランとなっ

ている。民間事業者のインセンティブとして、容積率ボーナスをふんだんに確

保している。パブリックスペースをふんだんに取り入れて魅力的なまちづくり

をする一方で、地域ビジネスディストリクトとして高容積のビジネス用地を生

み出していくことを目指している。 

 市は別途市債を発行して基盤整備を行い、その後民間開発によって税収を増

やしその財源で投資を回収するというスキーム（PILOT）で事業を展開する。 

 土地利用転換のリ・ゾーニング、民間のインセンティブとしての容積率移転、

容積率ボーナス、ブルーバードなどのインフラ計画については都市計画部が担

当している。 

 

 
fig.Hudson Yards マスタープラン 
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fig.地区改善容積率ボーナス（DIB）の区域 fig.DIBに加え、鉄道駅の容積率移転を加えた

ボーナス適用イメージ（商業地区） （民間によるインフラ整備に対するボーナス）
 

fig.地区改善容積率ボーナス（DIB）や容積率移

転を適用した最大容積率ボーナスの分布 
fig.PILOT（Payment in lieu of taxes）による

民間開発のインセンティブ 

 

 

——————— 都心でのミックストユース開発でポテンシャルを上げる Cleveland 

 かつて産業系土地利用が主体だった川沿い（Flats East Bank, Stonebridge）

ではミックストユースに転換した再開発を進めている。Warehouse District で

は倉庫をコンバージョンし、低層階がレストラン、上階が住宅というミックス

トユースの開発に成功している。 

 East 4th Street では歴史的な建築を生かしたコンバージョンによるミック

ストユース型開発が成功している。主に BID や商工会議所などが若い起業家を

支援している。  
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fig.Warehouse District のレストラン分布 fig.Warehouse District のレストラン 
（コンバージョンによる 上階は住宅） 

 

 
fig.Flats East Bank（川沿いのロケーションを生かした住宅開発） 

 

fig.East 4th Street 
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fig.Downtown のプロジェクトマップ 

 

 ⑤ 都市イメージの再構築 濃密な有機体としての都市像 

 

 中心市街地の活性化という課題に際して、時代の趨勢は業務・商業系に加え

て住宅やアメニティ系の機能を適材適所に盛込むことでより多彩な都市活動を

支える混在型の都心を実現する方向へと進んでいる。自動車社会に依存せず、

徒歩圏や公共交通圏内に生活に必要なあらゆるものが手に入る都心空間の実現

という選択は郊外住宅地との差別化を図るうえでも有効な手段として浸透して

きた。また、これまで単一用途・機能が主体であった都心を多様な魅力で構成

させ、都市イメージの強化を図り、単純明快ではないものの、濃密で有機的な

新たな都市イメージの形成に取り組む例も見られる。 
 

——————— モノトーンなビジネス街からの脱皮 Lower Manhattan 

 世界有数の金融街として知られるウォール街を抱えるロウワーマンハッタン

はニューヨークのなかでも特にビジネスに特化した地区となっていた。ただし、

こうした単一機能を中心とした市街地では、夜間や休日にはゴーストタウンの

ように静まりかえり、治安上の問題が生じることや、金融危機のような状況に
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際して地区の経済が一瞬のうちに破壊されてしまうという危険もはらんでいる。 

こうした地区レベルでの賑わい形成や、地区の多様性が魅力的な市街地を生み

出しかつ安定的な地域の創出につながるとの観点から、ロウワーマンハッタン

では、住機能の積極的な導入や、賑わいを創出する街並み景観の保全・形成、

住機能の導入に際して不足するアメニティ機能の充足といった観点を織り込み

ながら、複合的な土地利用転換や街並み形成を誘導するプロジェクトに取り組

んでいる。この一連の取り組みは、地区としてのロウワ—マンハッタンの再生に

寄与するだけではなく、これまでの単純な都市イメージをより濃密で有機的な

ものへと転換していく。 

 また、このロウワ—マンハッタンの再整備の取り組みは、様々な地区レベルの

再生の取り組みの総体として成立している点が大きな特徴となっている。既存

のバッテリーパークシティや、ウォール街等に加えて、再開発が進行中のＷＴ

Ｃ周辺、街並みの修復とコンバージョンを主体にしたフルトン・ナッソー周辺

のまちづくり、住宅系用途に適したアメニティ機能が不足したロウワーマンハ

ッタンの構造を補うイーストリバー周辺のアーバンデザインなど、それぞれ地

区毎に個性の全く異なったまちづくりを進めながら、トータルとしての濃密な

都市イメージの形成を目指している。 

 

fig.Lower Manhattan の再生プロジェクト 
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fig.Fulton/Nassauで展開される建物改修のプログラム 
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fig.East River Waterfrontの整備計画（Lower Manhattan地域の再生と深く連動） 

市全体としてもManhattan Waterfront Greenway（マンハッタン島全周の遊歩道ネットワーク）

という構想があり、その一部になる。 
 

fig. East River Waterfrontの整備計画配置図 
 

Lower Manhattnanのミックストユース化に対応した賑わいある水辺づくり 

fig. East River Waterfrontの整備計画イメージパース 
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（２） 持続可能な地域金融の導入と都市創生 〜CDFIの役割と資金の仕組み〜 

（金淳植） 

①  CDFI（Community Development Financial Institutions）とは 

 
 CDFI とは主として条件不利地域コミュニティにおいて、居住確保、企業の

イノベーションの増長、雇用促進、経済成長、地域活性化などに特化して金融

事業を展開する営利・非営利金融機関と中間団体（Intermediaries）の総称で

ある。 
 CDFI の重要な資金源である CDFI ファンドは 1994 年、クリントン大統領

のリーダーシップによって財務省に創設された制度であり、地域再生にかかわ

る営利・非営利の金融機関に提供されるファンドとして活用されている。 
 CDFI をサポートするプログラムとしては、①CDFI に対する直接投資、②

New Market Tax Credit を分配、③Bank Award Program を実施し、一般金融

機関へのインセンティブを提供、④先住民のコミュニティを助けるプログラム

として、先住民の CDFI に対する FA（ファイナンシャル・アシスタント）、TA
（テクニカル・アシスタント）、訓練プログラムの実施などがある。 

CDFI は 1960 年代から存在し、様々な種類があるが、連邦政府が認定して

いる CDFI は 2009 年 5 月 1 日時点で、802 の機関があり、タイプによる区別

は次のように分類される。 
fig.CDFIのタイプ分類 

CDFI タイプ 目的 規制主体 成果・サービス 

Community 
Development 
Credit Union 

非営利；社会的排除に対す

る融資、近隣社会の改良と

零細企業のニーズに応える

連邦政府、州政府、

自治体の規制があ

る 

条件不利地域・人に

対する消費者ロー

ン・商業ローン 
非営利の CDC、コ

ミュニティ、企業に

対する銀行ローン 

営利目的のプロバイダー、

法律が定める社会・環境目

的のための融資 

連邦政府（自己資

本、融資、預金者

保護、充当金） 
Community Bank 

コミュニティ開発や社会的

使命を保つ企業の成長のた

めのエクイティを提供 

構造、ファンド、

資本調達先、政府

からの援助などに

よって様々 

エクイティ・ローン

または投資 Community 
Development 
Venture Capital 

小さな区域開発・零細企業、

非営利団体への多様な資

本・融資を提供  

ほとんど規制な

し  
創業ローン、事業拡

大ローンなど、いず

れも小口  

Micro Development 
Loan Fund  

多様な資金源からまとまっ

た資金を確保して、市場金

利より低い金利で CDC や

コミュニティ・ビジネスに

再融資をおこなう  

自己規制、非営利

組織・寄付に対す

る税金免除など

がある  

市場金利より低い

金利で、おまとめロ

ーン、再融資などを

おこなう。ビジネ

ス・ガイダンスなど 

Community 
Development Loan 
Fund  
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実績は、CDFI の平均的なレバレッジとして 27 倍のレバレッジを達成してい

る。CDFI ファンドは、1994 年の創設以来、8.64 億ドルを CDFI に提供し、

その効果は、160 億ドルの民間投資を誘引し、18.5 倍のレバレッジを達成して

いる。CDFI ファンドの仕組みを図式化すると次のようになる。 
 

 
fig.CDFIファンドの仕組み 

 
②  New Market Tax Credit（NMTC） 

 

 CDFI ファンド・プログラムの中で、最重要視しているものの一つが、New 
Market Tax Credit プログラムである。クリントン政府からブッシュ政府に代わ

る直前の 2000 年 12 月に全党一致で可決され、2002 年から開始されたタック

ス・クレジットで、歴史的建造物に対するタックス・クレジット (Historical 
Preservation Tax Credit)、低所得者向けの低価格住宅供給に対するタックス・

クレジット(Low Income Housing Tax Credit)とは別に、貧困地域・衰退地域で

のコミュニティ開発に関わるものであり、基本的に住宅以外の開発を扱っている。 
タックス・クレジットとは、税額控除を指すものであるが、アメリカでは投資

家の誘引策としてしばしば利用されるものである。つまり、タックス・クレジ

ットの対象となるコミュニティ開発案件についての投資を募るために、対象と

なる民間投資部分について、連邦法人税から税額控除が行われるものである。
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タックス・クレジットの対象とならない事業費部分については、地元の事業主

体と投資家がリスクを負うことになるが、タックス・クレジット部分が民間投

資に形を変えた助成金の役目を果たすため、投資誘引策として効果を挙げてお

り、また、地域開発の可能性も高まることとなる。大体の仕組みは、次のとお

りである。 
最 初 に CDFI フ ァ ン ド  に よ っ て 認 証 を 受 け た CDE (Community 

Development Entity)と呼称される機関が、NMTC の取扱主体となる。CDE と
なることが可能な主体は、CDFI と SBA 認証のマイノリティ経営投資会社で

ある Specialized Small Business Investment Corporation（SSBIC）の他、

CDC が設立する営利関連会社がある。認定を受けた CDE には CDFI ファンド

からタックス・クレジットが割り当てられる。 
 投資家は、商業・業務施設、教育・コミュニティ施設、福祉施設といった開

発に対するローン、ビジネス資本金等への投資を通じて、CDE の保有する

NMTC を獲得する。NMTC の対象となるプロジェクトの事業費に関する税額

控除率は、最初の 3 年間が 5％、続く 4 年間が 6％、計 7 年間で 39％であり、

投資プロジェクトのコストに係る残りの部分は投資家がリスクを負うこととな

る。タックス・クレジットの運営はリミテッド・パートナーシップによること

が一般的である。リミテッド・パートナーシップは、投資に関する業務を執行

するジェネラル・パートナーと業務に関与しないリミテッド・パートナーとに

よって組成され、その特徴は、①大きな投資資金を投資家から集めることがで

きる、②法人税の課税の対象とならず投資家に直接課税される、③リミテッド・

パートナーは有限責任であり、ジェネラル・パートナーのみが無限責任を負う

などである。投資のほとんどを賄うリミテッド・パートナーの持ち分が 99.9％
になるのが一般的である。 

 
fig.Tax Creditの仕組み 
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fig. NMTCの申請額と割り当て額 (単位：10億ドル) 

 
 また、NMTC の案件に絡んだ投資に参加する投資主体は金融機関がほとんど

であり、こういった金融機関の資金を地域開発に誘引する強力な手段であるとい

える。 

 
fig. CDEへの投資主体の構成 

 
③  インターミディアリー（Intermediaries）の活躍：LISC を例として 

 
 CDFI の中には、CDFI ファンドからの資金、そして各種タックス・クレジ

ットの割り当てを梃子にして、民間資金を誘引し開発を行うことができる機関

もあるが、そうでない CDFI も多数存在している。その場合、地域再生やまち

づ く り を 担 当 す る コ ミ ュ ニ テ ィ 開 発 ま ち づ く り 会 社 (Community 
Development Corporation) を サ ポ ー ト す る 団 体 と し て 中 間 団 体

（Intermediary）に頼ることになり、こうした団体が多く存在している。中間

団体は地域開発に関係のある営利企業、金融機関、財団などから資金を集め、

35 
 



その資金を CDCに提供、または投融資して地域再生の促進を図る役割を持つ。

活動エリアの範囲・内容によって全国中間団体と地域中間団体に区分すること

ができる。ここでは、全米最大の中間団体として知られている、LISC(Local 
Initiatives Support Corporation)を例に挙げて述べたい。 
 
——————— 目的・沿革 

 LISC はアメリカ最大の中間団体であり、主に NPO への資金供給を目的とす

る Corporation として 1979 年創立された。連邦・州・自治体から Grant を得

て NPO へ投融資をおこなう。創立当時 6 つの企業から集めた 1,000 万ドルを

基礎資金としていたが、2008 年には約 10 億ドルの投資ができるまで成長した。

その実績は主として 230,000 件の住宅と 3,200 万平方フィートのオフィスの建

設である。 
 このような成長の要因はキャッシュに対する需要が持続的に高く存在してい

たことと、これに対して投資を行う場合には自治体が必ずマッチング・ファン

ドを提供するようにしてきたことである。つまり本来の需要額をマッチング・

ファンドによって開発当局と LISC が半分ずつ投資を行うことである。これは

CRA(Community Reinvestment Act)などによってマッチング・ファンドしや

すいように連邦政府がサポートを行い、これによって投資家がコミュニティに

投資しやすい環境が作られてきたためである。また、Low Income Housing 
Tax Credit 制度がほぼ時期を同じくして設けられ、投資環境の整備に大きな

役割を果たした。現在は LISC のビジネスの 60％はタックス・クレジットから

創出されているといってもよい。 
 
——————— 投融資の内容 

 与信は 4 つの形があり、①運用費用の経費のためのローン、②運転資金のた

めのローン、③銀行債務に対する借り換えローン、④タックス・クレジットが

それである。LISC の投融資は、疲弊地域に対する投資が嫌われる中、投融資

できるような初期環境を整えるのが主たる目的である。つまり LISC が初期投

資を行うことにより、全体的な投資リスクを減少させ、それ以後の各種投資を

呼び起こす触媒的な役割を担うことである。全体的に投資が成功すると初期投

資分もリターンとして戻ってくるので、その資金をまた別のプロジェクトに再

投資することができる。これによってレバレッジを得る。LISC が当初リスク
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の 20～30％をカバーすることにより、残りは銀行などからの投資が行われるよ

うになる。投資という呼称が用いられるが、実際のポートポリオではローンの

形態がメインである。 
融資先は次の基準によって選択される。 
①融資先の NPO に責任が取れる役員会・理事会などがあること 
②会計処理がしっかりしていること 
③実践力に富んだスタッフが存在していること 
④ 遂行能力があること 
⑤各コミュニティに顧問委員会を作ること－メンバーが全員責任を持ち、コミ

ュニティに溶け込むことが出来るようにする 

 
 LISC は、投資を成功させるためには次の 4 つのパズルの組み合わせが巧み

に働くことが必要と説明する。それは 

①情報収集能力、多彩な業務設定能力、フレキシブルな組織力を持っている

NPO 
②当初の使命を支援できるリソースを持っている慈善団体 
③再投資が出来るようなノウハウ 
④コミュニティに貢献できる市民リーダーの存在 
である。これには LISC のスタッフも参加して、投資が成功するように様々な

アドバイス・協力を行っている。 
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fig. LISCの実績（2007年） 
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——————— 組織の構造と評価 

 4 年前に不動産への投資にとどまらず、総合的な投資を行うという意味合い

から抜本的な改革が行われてきた。それは、低所得者への資産運用に対する見

直し－地域経済との連結・活性化のための資産運用、低所得者に対する教育機

会の増大－再教育を通して機会の拡大、QOL の向上－デイケアセンター・老人

福祉施設などの増大－を行うことによってより総合的・広範囲な再投資が行わ

れるようにすることである。それだけに提携できるパートナーも増えていくこ

とになる。 
 
——————— 成功例 

 まず、New York における空き家修復の例がある。1980 年当時、New York
には約 100,000 件のマンションの空き家があった。それは Central Harlem や

South Bronx、East Brooklyn などの条件の良くない地域に集中しており、マ

ンションの空き家といっても廃屋に近い大変状態の悪い住宅であり、放置して

いればこれらの地域の状況はますます悪くなるのは想像に難しくなく、如何に

生産的、効果的に使用するかいうことが課題であった。そこで設立間もない

LISC は、NPO・地元の CDC に融資を行って、その NPO・CDC が空き家を修

復し、レンタル物件として活用することをニューヨーク市の当局に提案した。

資金面では NPO への融資資金の 40％は LISC が提供し、60％を市の当局が提

供することであった。ただ、市の当局はこのような空き家を修復することで、

疲弊している地域が活性化するとはあまり期待していなかったので、まず、

1,000 件を対象にパイロット事業として始めることとなった。 
ところが、その CDC 等が行った修復事業は大きな反響を呼び、ただ入居者

が増えただけではなく、空き家が無くなることによってコミュニティ全体が活

性化されることとなった。そして、空き家を拠点に行われた犯罪、青少年の悪

事なども減少し、より安全な町となって次なる転入者・入居者を呼び込むとい

う結果をもたらした。これらの事業は、ニューヨーク市始まって以来の大量住

宅の広範な修復成功事例となった。そして、このプログラムは市の年次プログ

ラムとして正式に採用され、以後 8 年間、Central Harlem や South Bronx、
East Brooklyn などの地域の空き家を 25,000 件修復する計画に拡大された。 

また、QOL（Quality of Life）の向上という面では、デイケアーセンターの

例がある。ロードアイランド州とコネチカット州においてデイケアーセンター

39 
 



の需要が高まり、地元の多くの団体が州政府に建設を働きかけるよう LISC に

相談を持ちかけてきた。LISC は両州政府に提案し、デイケアーセンターを増

やす代わりに、デイケアーセンターの建設資金を州政府と LISC が共同で提供

することとなった。提供金額は州政府の方が大きいが、LISC はデイケアーセ

ンターを建設する NPO・CDC などの団体の返済を補償することによりリスク

の軽減を図った。もちろん融資の審査や TA などの管理は LISC が行った。こ

れにより、行政側だけでは対応しきれない住民側の QOL 向上の要求を民間の

NPO・CDC の力を借りて提供できるようになった。このように LISC は、資

金の提供、他の民間資本の投資を誘発していく役割を担っている。 
  
——————— 組織と資金 

 LISC の本部はニューヨークにあり、全国に 28 の地域事務所がある。組織は

インターミディアリーという性格上、各業界からの寄付、ローン、活動支援な

ども必要不可欠であり、理事会の構成は多様である。例えば、Citi Group の

Robert Rubin CEO、Prudential Finance の Arthur Ryan CEO、各財団の

President、NFL の委員、NPO 関連代表などである。2007 年決算で、資産総

額は 5 億 5300 万ドル、収入総額は 1 億 7500 万ドルで 60％が寄付と 20％が資

産運用の利子、残りは政府からの支援で賄っている。地方事務所は全額、企業

の寄付で運営される。 
 
④  クリーブランドにおける地域再生のための金融の仕組み 

 
 クリーブランドの例を通じて、実際の都市再生における資金と活動の動きが

どうなるのかを考えてみる。まず、LISC との関係も含めてクリーブランドの

主要な CDC への資金の流れを図式化すると次のようになる。 
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fig. クリーブランドにおける地域金融を交えた資金循環の仕組み 

 
——————— Neighborhood Progress Inc (NPI) 

 ここで、クリーブランドのコミュニティ資金還流は全国中間団体の LISC と

Enterprise Foundation が中心にあるが、その資金を導入する窓口は実際には

地元の中間団体の Neighborhood Progress Inc(NPI)である。 
NPI はクリーブランドの再生を図る６つの戦略コミュニティを指定し、そこを

拠点にして活動する６つの CDC と協定を結んでいる。その CDC への資金供給

のために、LISC と Enterprise Foundation との共同作業を進めていくことに

した。 
そこで住宅関連の資金は LISC から、地域活性化のためのビジネス支援は

Enterprise Foundation から資金提供の約束を得た。上述したように、LISC は

マッチング・ファンドを通じて資金を提供しているので、当然、提供額の同額

の資金をクリーブランド市が提供しなければならない。6 つのコミュニティは、

①Buckeye 地区(文化的な街景観の保存を助成)、②Detroit Shoreway 地区(湖
岸地域の疲弊した住宅地の再生)、③Fairfax 地区(若手専門職の誘致と商業開発、

現代式住宅の提供)、④Glenville And Wade Park 地区(多様な階層、年齢層の
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混合居住地の形成、Buckeye の背後住宅地として存在)、⑤Slavic Village 地区

(レクレーションと職住隣接の地域再生)、⑥Tremonte 地区(芸術、デザインな

どのクリエーターのための地域再生)であり、それぞれの特色ある地域開発を掲

げている。 
 この CDC へ資金供給は、Village Capital Corporation という NPI の子会社

が専門的に行うもので、6 つの地域以外の CDC への資金供給は、New Village 
Corporation という別の子会社が担当している。New Village Corporation は主

として、住宅や近隣施設開発に関わっている。 
 

 fig. NPI による Tremonte 地区の開発計画の一部(コミュニティの潜在的な緑地確保) 
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——————— Cleveland Development Advisor 

 Cleveland Development Advisor（CDA）は、1989 年に 21 企業の CEO の

構想によって、 Venture 企業への融資や、不動産開発のファンド、

Neighborhood Progress Inc への参画を主たるミッションとして発足した。そ

の後、参加企業が 50 社に拡大され、現在は Greater Cleveland Partnership
（ GCP ） の 非 営 利 開 発 専 門 チ ー ム と し て 位 置 づ け ら れ 、 事 前 開 発

(pre-development)の共同作業を手掛けることが多い。GCP はクリーブランド

東北部の 17,000 の企業の代弁団体としての役割を担っており、日本の商工会

議所に当たる。 
これまでの CDA のポートフォリオは、93%が公共アトラクション施設、小売・

商業施設、多世帯集合住宅、単独住宅などの計画・建設への投資に投与された。

単位投資額は 20 万ドル～280 万ドルと幅が広い。また、5%は小企業、コミュ

ニティ投資機関である Shorebank を地元に誘致する活動に投与され、残りの

2％は CDC の Village Capital Corporation の立ち上げに投与された。 
累積投資実績からみると、CDA は設立から 2008 年までの 19 年間、92 の都市

開発プロジェクトに 1 億 4000 万ドルの直接投資を行ってきたが、CDA の初期

投資に誘発され導かれてきたレバレッジ総額は 23 億ドルに及ぶ。 
CDA が運営し、もっとも注目すべき成果をあげたものとして、Cleveland New 
Market Investment Fund (CNMIF)と Cleveland New Market Investment 
Fund (CNMIF) Ⅱがある。ファンド立ち上げの経緯は、New Market という名

前が示すように、CDA が 2003 年に獲得した 1,500 万ドルの NMTC を元にし

て CNMIF を立ち上げ、また、2005 年に獲得した 2,500 万ドル分の NMTC を

元にして CNMIFⅡを立ち上げた。前述したように NMTC は貧困地域の再生や

衰退地域の再開発に使われることが多く、CDA はこの NMTC を十二分に活用

して様々な再生事業を展開している。詳細なファンドの内部運用の説明は省略

するが、両ファンドに特徴的なことは、①いずれも CDA または GCP がファン

ドに投資した現実の資金はなく、あくまでも NMTC を元に他の民間資本を誘引す

ることを目的としている。②また、ファンドからのリターンをキャッシュとタ

ックス・クレジットの二つのリターンの組み合わせで構成し、タックス・クレ

ジットのみならず、開発事業からの現金収入としてのリターンも取り入れるこ

とにより投資家を誘引した。その比率は状況・交渉によって柔軟に変更できる。

しかし、CDA はなるべくタックス・クレジットのリターンが多くなるよう投資
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家たちに勧める。当然、キャッシュリターンが減る分は、資本コストに回され、

その結果、借り手への利子負担が軽減できる。 
 ここで CDA が行った CNMIF 投資の一例として Greater Cleveland 
Partnership Shared Service の開発を紹介する。 
 Higbee デパートは Publics Square の隣地に位置し、70 年以上の歴史を持っ

ていたが、2002 年に閉鎖され、その後、約 700,000 平方フィート（約 65,000
㎡）の建物が空きスペースとして放置されていた。しかし、2006 年に GCP と

観光コンベンション協会がそれぞれ２階と１階のほぼ 60,000 平方フィート（約

5,570 ㎡）をリースすることに同意、これら２団体の入居は都市の正面玄関と

なる Publics Square に 120 人以上の新たな雇用をもたらした。また、これら

のテナントの入居後、2008 年には地元の優良金融機関である Key Bank の事

務機能が入居し、1,000 人規模の正規雇用を生み出すなど、Higbee ビルの再開

発は、再度大規模な雇用を生みながら継続していく。 
この再建の総費用は 3,162,650 ドルで CNMIF が 150 万ドルを投資した。レ

バレッジは 1.1 と決して大きくはないが、都市のシンボルビルとしての開発価

値は大きいといえる。 
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（３） クリーブランドのデザイン地区創生から学ぶ 

（矢作弘） 

 ① 縮小都市クリーブランドとデザイン地区 

 

米国中西部のオハイオ州の北部に位置するクリーブランドは、重厚長大型産

業の衰退と都市の郊外化現象のダブルパンチを浴び、都市人口を激減させてき

た。1950 年代に製鉄業が繁栄し、煤煙がまちの空を覆っていた時代には、人口

は95万人に達し、クリーブランド市は100万人都市構想を持っていた。しかし、

現在の人口は 45 万人で半減以上のマイナスという状況にある。デトロイトやト

レド、セントルイスなどと並び、フロスト（凍て付く）ベルトの代表的な縮小

都市である。インナーシティには、荒廃した空き工場や土壌汚染の心配される

工場空き地、廃屋などが並び、物理的、可視的に衰退都市のイメージを浮き彫

りにしている。 

 縮小都市一般に指摘できることだが、クリーブランドも旧来の都市型産業に

替わる新たな都市型産業を見つけることができずに苦悩している。クリーブラ

ンドは、スポーツスタジアム（プロ野球、フットボールなどがある）の新設に

巨額の投資をしてきたが、都心、インナーシティの再生にはつながっていない。

クリーブランドでは、金融、ハイテク系産業のＤＮＡは希薄だ。 

そのクリーブランドが今、ダウンタウンの歴史的建築街区を中心にデザイン

地区を設定し、新たな都市創生に挑戦している。ここで記述する「デザイン」

は、インダストリアルデザインが中心である。かつてのような重厚長大型モノ

づくりでは、もはやクリーブランドの再生はあり得ない。一方、人間の生活が

ある限りは、モノ需要がなくなることはない。デザイン地区創生は、＜高付加

価値型、ソフト重視型、あるいは知識集約型＞モノづくり産業をクリーブラン

ドの得意技とし、それと連携するインダストリアルデザインをクリーブランド

再生のテコとして育成しようという都市戦略がある。モノづくりのＤＮＡを都

市創生に活用しようという戦略といえる。 
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fig.「錆びたベルト（重厚長大産業の衰退した地域）からアーティストのベルト（地域）に 

  変ろう」という都市戦略を呼びかけている。（Community Partnership fro Arts and Culture） 

 

都市再生には、都市のアイデンティティを再定義することが重要だ。換言す

れば、都市の新しいイメージを構成し、それをマーケティングすることである。

クリーブランドの場合は、煤煙、衰退、荒廃の都市イメージが強いが、デザイ

ン地区を創生することを通してそうした暗い都市のイメージを払拭する。そし

て 21 世紀型の高付加価値・知識集約型産業都市に転換しようという狙いがある。

「中西部のミラノを目指す」。それがクリーブランドデザイン地区創生運動の関

係者の合言葉となっている。 

 

 ② クリーブランドの「都市資源」 

 

都市創生の可能性を何処に見出すかを考えるときに、都市（人間も同じだが）

は過去の積層の上に現在の構造を表出しており、また将来の構造もその積み重

ねに規定されると考えることが大切だ。ここで過去とは、文化とか歴史的蓄積

を意味する。都市創生にとって重要なもう 1 つの条件は、立地条件（地理的、
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自然的）だ。いずれもここでは、「都市資源」と呼ぶ。そして文化＋歴史的条件

と地理的／自然的条件が交叉するところに、都市創生のチャンスを探ることが

都市戦略の基本となる。クリーブランドのデザイン地区は、クリーブランドの

もつ都市資源が交叉する座標軸上に構想されている。それゆえに、構想の実現

に説得性がある。 

 

——————— 歴史と教育 

クリーブランドには、長く、厚いインダストリアルデザインの歴史がある。

The Cleveland Institute of Art（ＣＩＡ）のインダストリアルデザイン学科

は 1930 年代に設立され、米国第１号のプログラムである。その設立に関与した

Viktor Schreckengost は、米国のインダストリアルデザイン業界の先駆者とし

て知られる。「アメリカのレオナルド・ダビンチ」と呼ばれるほどのリーダーシ

ップを発揮した。 

Viktor Schreckengost は、大型食器、芝刈り機、自動車関連商品など American 

Way of Life を満喫するために大量生産された消費財を多くデザインした。劇

場舞台やコスチュームなどもデザインした。最近、101 歳で亡くなるまで生涯

現役で活躍し、彼が米国経済に及ぼした影響は 2500 億ドルと試算されている。

Viktor Schreckengost はクリーブランドにスタジオを持ち、クリーブランドを

拠点に活動した。 

ＣＩＡはこの間、世界トップクラスのインダストリアルデザイナーを輩出し

てきた。ＢＭＷやモトローラのデザインディレクター、ダイムラー・クライス

ラーのデザイナー、京セラの上級デザイナー、ＧＭの主任デザイナー・・・。

かれらは米国のみならず、欧州でも活躍している。 

 

fig.恵まれた文化的環境にある Cleveland Institute of Art 
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2006 年には、全米 No.1 のデザイン学校の１校に挙げられた（Business Week

誌）。ＣＩＡは１学年 500 人、デザイン系には 150 人が入学する。学舎はクリー

ブランド美術館や、米国屈指のオーケストラ、クリーブランド交響楽団が拠点

を構える University Circle 地区の大変恵まれた環境にある。 

また、ダウンタウンには、ケント州立大学の都市デザインラボがあり、都市

デザインのマスターコースを開設している。 

 

——————— 恵まれた地理的条件 

クリーブランドは半径 500km 圏に、シカゴ、ニューヨーク、ボストンを抱え

る。米国のインダストリアルデザイン学科の講座の過半を、この圏域内にある

教育機関が提供している。オハイオ州内にはＣＩＡに加え、Columbus College of 

Art and Design、Ohio State University、University of Cincinnati、University 

of Ohio のデザインコースがあり、デザイン学科の集積で米国３位という地位

にある。また、クリーブランドは東海岸都市とシカゴのほぼ中央に位置し、立

地条件に恵まれている。クリーブランド・ホプキンス国際空港は、都心から鉄

道、高速道路で 20－25 分の至近距離にあり、コンチネンタル航空のハブ空港で

あり、国内、メキシコ、英国、カナダ、フランスに直行便が飛行している。ま

た、州際高速道路の I-90、I-71、I-77 が走っており、鉄道 Amtrak の基幹駅に

もなっている。クリーブランドは、陸路、空路ともに交通の重要な結節点都市

となっている。 

交通機関としては、2008 年秋、都心と大学や文化施設が集積する University 

Circle を結ぶ新交通システムが開通した。途中に、米国トップ級のメディカル

コンプレックス、クリーブランドクリニックがあり、都心で育てるデザイン地

区とこれらの知的、文化的集積拠点が軌道系の都市内交通で結ばれたことは、

クリーブランドの都市創生を推進するために意義深い。 

 

——————— 多様な消費財メーカーの存在 

クリーブランドを中心とした北部オハイオには、国際的な消費財メーカーが

40 社以上ある。現にそこではインダストリアル・デザイニングが行われ、それ

ぞれの本社や工場にはショールームがあり、国内外から多くのバイヤーが商談

に や っ て 来 る 。 American Greeting や Saeco 、 KraftMaid Cabinetry 、

Faber-Castell/Creative for Kids、Hoover、InterDesign、Little Tickes、Moen、
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MTD、Royal Appliance、Step2 といった有名メーカーやアーミッシュの家具工

場などもある。 

 

——————— 豊かな歴史的空間 

米国の東部、中部にある都市の都心には、19 世紀末から 20 世紀初期に建て

られた歴史的建築のオフィスビルがよく残っている。古典派様式のどっしりし

た建物、アールデコデザインのおしゃれなビルなどだ。空きビルとなって久し

く、内装がひどく荒れている建物も、実際は躯体が堅固にできており、修復投

資をすると立派に甦る。 

クリーブランドでも同じことが起こっている。デザイン地区の背骨になるユ

ークリッド街には、そのころの歴史的建物群が並び、往時の賑わいを連想させ

る。歴史的建築の場合、天井が高い。したがってデザインスタジオや、ショー

ルームに転用するのには、格好の建築空間だ。実際のところ、最近の Bach to 

Cities の傾向に後押しされ、都心にある歴史的建築の１階に素敵なレストラン

やカフェがオープンしはじめている。ロフトへの用途転換も増えている。 

デザイン地区として線引きされたゾーンに、劇場地区がすっぽりと入ってい

る。Playhouse Square と呼ばれる地区である。ニューヨークのブロードウエイ

に次ぐ米国第２位のパフォーマンスアートの集積地となっている。年間 2,000

以上の公演があり、100 万人を超える観客が訪れる。シネマ劇場もある。 

 

   

fig.劇場地区には歴史的建築が残っている 
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劇場地区には８ステージ、観客座席総数は 10,600 席を数える。ここではダン

ス、コンサート、クラッシク映画を楽しむことができ、デザイン地区というア

イデアには、この大規模エンターテイメント地区のパワーを活用する考え方が

ある。劇場に来た観客がショールームなどに立ち寄る仕組みをつくることによ

りシナジー（相乗）効果を期待してる。すでにデザイン地区、その隣接地区で

は、ホテルやレストランの新規立地が起きている。    

 

 ③ クリーブランドデザイン地区 

 

——————— 経緯 

クリーブランドのデザイン地区創生は、2006 年に遡る。まだ、満３年の若い

取り組みだ。ダウンタウンにキャンパスがあるクリーブランド州立大学のネッ

ド・ヒル教授とＣＩＡのダニエル・カファッロ准教授の２人が発案者だ。そし

てプロジェクトの推進者となってきた。とかく都市再生というと大規模不動産

業者、金融資本、役所が音頭をとることが多いが、ここでは役者が違う。 

ヒル教授は開発経済学を専攻し、クリーブランド州立大学の副学長を務めた

地元では実力派の教授で、ワシントンのブルキングス研究所やカリフォルニア

大学都市地域研究所のフェローを兼任している。象牙の塔に篭らず、ドシドシ

まちに出るタイプの研究者だ。カファッロ准教授は、デザイン環境論を専攻し、

デザイン論や都市計画なども論じている。 

ＣＩＡのデザイン系学生の 25％は、卒業するとボストンやサンフランシスコ

に流出している。インダストリアルデザインの新技術への応用では、これらの

都市が一頭地先を走っているからである。クリーブランドに比べてはるかに強

いデザインコミュニティがあることも、ＣＩＡ卒業生が流出していく理由だ。 

カファッロ准教授は、オハイオに生まれ、「オハイオで暮らし続けたい」と考

えているデザイナーのタマゴたち、あるいは「クリーブランドに凱旋したい」

と考えている中堅のデザイナーたちに、インダストリアルデザインの歴史豊か

なクリーブランドに活気のあるデザインコミュニティを提供したい、と考えて

いる。准教授自身、オハイオの出身でもある。 

前述したように、北部オハイオ地域には国際的に活動する消費財メーカーが

散在している。しかし、その多くが車でしかアクセスできない郊外地にある。

クリーブランドの都心から 40－80km 離れたところにある。森や林、牧草地帯に
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囲まれて自然環境は抜群だが、そうしたところにあるデザインスタジオで働く

デザイナーは、むしろ都市的な賑わい、猥雑さに飢えている。 

「都会的な環境に置かれてこそ、デザイン感覚が研ぎ澄まされ、斬新なデザ

インが生まれる」とヒル教授は考えている(彼は urbanity という言葉を使う)。

しゃれたレストランもカフェもない、無菌室のような郊外スタジオからデザイ

ナーたちは逃げ出したいと思っているに違いない、というわけだ。 

２人の大学人は、「強いデザインコミュニティを形成する――デザイン関係者

の出会いの場を創生することよって新しい都市型産業を育成するきっかけをつ

くれることができる」という考え方を共有し、デザイン地区創生の運動をはじ

めた。行政主導ではなく、特に研究者が率先して不動産ディベロッパーやＮＰ

Ｏに呼びかけ、運動を展開してきたことが興味深い。 

 

——————— 範囲と地区環境 

クリーブランドの中心は Public Square でゴチックのターミナルタワーが建

っている。ターミナルタワーには、専門店街と大きなフードコーナー(ファース

トフード系の外食店街)が入っている。Public Square から数ブロック東に離れ

たところにクリーブランド連銀や裁判所がある。市役所は北東に５、６ブロッ

クのエリー湖近くにある。この Public Square を起点にしてユークリッド街が

南東に伸びている。ユークリッド街を背に、St. Clair 街と Prospect 街、東西

に East 12 通りと East 35 通りに囲まれた地区がデザイン地区に指定されてい

る。全体で 24 ブロックある。デザイン地区のさらに数ブロック東側にクリーブ

ランド州立大学がある。デザイン地区は 1998 年に、クリーブランドに最初にで

きたＢＩＤ（Business Improvement District、劇場ＢＩＤ。現在のＢＩＤは

2005 年にダウンタウン全域に広がっている）とエリア的にはほぼ重なっている。 

Public Square を挟みデザイン地区の反対側、Public Square の北西に倉庫地

区（Warehouse District）がある。今、クリーブランドでもっともジェントリ

フィケーションの急な地区だ。煉瓦や石積み建築の倉庫建築が建っているが、

建物の内部はマンションや高級アパート、スポーツジムにコンバージョン（用

途転換）され、建物の１階には高級レストランが入り、弁護士事務所、会計士

オフィス、心療内科、広告代理店などの看板が並ぶビルもある。80 年代には相

当に衰退し建物が荒れていたが、いまはヤッピーたちのまちに変貌した。 

51 
 



 

fig.緑の線で囲まれたエリアがデザイン地区 District of Design: Cleveland 

Cleveland State University + The Cleveland Institute of Art 

 

ダウンタウンには、広義（建築、ＩＴ、ファッション、インダストリアルデ

ザインなど）のデザインオフィスが 100 以上集積し、1,400 人以上がそこで働

き、また暮らしている。倉庫地区にもオフィスが増えている。デザイナーが暮

らすアパートもある。ダウンタウンオフィスの空き室率（09年3月）は平均18％。

「それほど悪くはない」というのがディベロッパーの Playhouse Square 

Foundation の話しだ。Ａクラスビルは平均よりも空き室率が低く、ランクが低

いビルでは逆に高くなっている。ただ、インタビューの後、サブプライム問題

がさらに深刻化したから（クリーブランドは全米でもサブプライム問題が深刻

な都市の１つ）、空き室率は悪化している可能性がある。 

 ファインアートからインダストリアルデザインまでの振興を担当している

Community Partnership for Arts and Culture が 2008 年にアーティストの意

識調査を行っている。それによると、クリーブランドは①生活費が安い、②住

宅が安い、③交通の結節点で便利である、④多民族のコスモポリタン都市であ

る、という評価を得ており、総じてよい評価となっている。 

 

——————— プロジェクト参加団体 

デザイン地区創生運動には、以下のようなクリーブランドを代表するＮＰＯ、

大学に加え、市役所が積極的に関与し、官民パートナーシップを形成している。 
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ASM International 

Cleveland Foundation, Civic Innovation Lab 

Cleveland Institute of Art 

Cleveland State University 

Community Partnership for Arts and Culture 

Downtown Cleveland Alliance 

Future 

Midtown Cleveland 

Playhouse Square Foundation 

Richardson 

St. Clair-Superior Development Corp. 

The City of Cleveland 

TWIST Creative Inc. 

 

このうち Playhouse Square Foundation は、デザイン地区の有力不動産ディ

ベロッパーである。Playhouse Squareの歴史は、ユークリッド街に沿ってEast14

通りから East17 通りに５劇場が 1921-22 年に開場したことにはじまる。現在

残っているこれらの建物は、大理石をふんだんに使うなど豪華な建築だ。歴史

的建築物の修復投資に対する税額控除制度の対象になる資格をもった建物群と

いえる。 

その後、４劇場が加わった。しかし、20 世紀中葉になると、郊外化の影響（特

に、郊外型シネマの増加）を受けて劇場地区苦難の時代を迎えた。1960 年代に

は、華麗な建築、内装の劇場が鉄塊をぶつけられて壊される危機に直面した。

その際に劇場救済の市民運動が起き、1993 年に Playhouse Square Foundation 

が組織された。劇場の保存、再生、そして劇場地区の活性化に先頭に立って活

躍している。デザイン地区創生運動への参画も、劇場地区活性化への取り組み

の一環となっている。 
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——————— デザイン地区のイメージ 

デザイン地区はどのように形成されるのか、それをイラストレーションで示

す冊子ができている。クリーブランド州立大学＋ＣＩＡが作成したＡ４版と

Playhouse Square Foundation がつくったＡ３版がある。いずれも赤表紙に白

地の半円が２つ描かれている。裏表紙には「デザインの周りに経済を構築する」

と書かれている。 

それぞれの冊子は、イラストと写真を満載し、デザイン地区の完成イメージ

をアピールしている。それによるとビルの 1 階には、消費財メーカーがショー

ルームを開設する。プレミアム専門店が小売品販売をする。レトランやカフェ

が連なる。街路が整備され、植栽され、テラスが舗道に並ぶ。週末は消費者が

ウインドショッピング、買い物、飲食を楽しむ。週央は卸、小売業者、それに

消費者が徘徊する。２階、３階はデザインスタジオ、そしてオフィスになる。 

Playhouse Square Foundation は、Playhouse 地区だけでもおよそ 10 万平方

フィートの床がショールーム、スタジオ、飲食スペースなどに使われるように

なると推計している。また、ヒル教授は、多くの消費財メーカーが 10 万―20

万ドルを投資してショールームや店舗ファサードの整備に力を入れてくれるこ

とがデザイン地区成功のカギになると指摘している（クリーブランド州立大学

冊子 Prospective 2007 年春／夏号）。 

ヒル教授は「まずは 10 社程度の消費財メーカーの進出でデザイン地区創生運

動に弾みをつけたい」と書いている。ただ、サブプライム問題に端を発した米

国経済の躓きで出足が遅いことが心配となっている。それでもＡＳＭ 

International がサテライトオフィスを開設した。2009 年末には、ケント州立

大学が都市デザイン Lab をデザイン地区に移す。カファッロ准教授は、キャビ

ネットメーカーの KraftMaid Cabinetry、クリスマス／誕生カードなどの

American Greeting、アーミッシュ家具、Moen などがスタジオやショールーム

の開設を検討していると話していた。 
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fig.デザイン地区のイメージ District of Design: Cleveland 

Cleveland State University + The Cleveland Institute of Art 

 

——————— 行政の取り組み：クリーブランド市 

クリーブランドのデザイン地区創生運動は学先導、それにＮＰＯなどの民間

団体がフォローアップする形で展開されてきたが、クリーブランド市政府も積

極的に支援している。まず、都市計画ゾーニングでは、デザイン地区は商業的

にも、住宅にも、スタジオンにも使える複合用途地区が指定されている。クリ

ーブランドでは、ダウンタウンのかなり広い範囲に複合用途地区が指定されて

いる。 

ジェーン・ジェイコブズは『アメリカ大都市の死と生』の中でコミュニティ

活性化の条件の１つとして複合用途の大切さを挙げている。ニューヨークのマ

ンハッタンにあるビレッジ地区の空きビルにアーティストが移り住み、そこを

スタジオ兼住居として使いはじめたことがロアーマンハッタンのジェントリフ

ィケーッションにつながった話は有名だ。ゾーニングは工場地区になっていた

ので、本来はスタジオや住宅などには転用できなかった。ところが市は転用を

黙認した。その柔軟な政策対応がコミュニティ活性化に幸いした。 

クリーブランドの倉庫地区でも同じことが起きた。一時期、アーティストが

移住し、それが倉庫地区の再生につながっていった。クリーブランドでも倉庫

がスタジオ兼住居に転用されるのを、市が黙認した。デザイン地区を含むダウ
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ンタウンの広域でゾーニングが複合用途になっていることには、そうした事情

がある。クリーブランドの長期計画 Connecting Cleveland; 2020 Citywide Plan

も、Live/Work（職住混在）地区制度を広範囲に設定する方針を示している。 

デザイン地区創生運動を支援するために、市は低利融資・補助制度 District 

of Design Initiative を用意している。ユークリッド街の南北と East 9 通り

から East 22 通りの地区（デザイン地区より広い範囲）にある空きビル／空き

地を取得するか、借りるかし、小売商業スペース（店舗、ショールーム、スタ

ジオなど）として利用するときに、取得、必要な場合は建物の解体、新築、改

築などに要する投資に対して低利融資・補助制度を設けた。 

融資上限が 35 万ドル、うち 30％は返済を猶予される。環境、あるいは地域

の持続可能性に貢献する投資の場合は、さらに５％の返済猶予を得ることがで

きる。①プロジェクトの規模が 10 万ドルを超えること、②建築段階では、建築

労働者の 20％以上がクリーブランドの居住者であること、③うち４％は低所得

者住民であること、④プロジェクト終了後の施設で雇用創出が期待できること

――などの条件を満たすことが融資を受ける要件となっている。低利融資・補

助制度 District of Design Initiative は、クリーブランド市がもっているほ

かのコミュニティ／ビジネス支援策と共用することができる。 

 

Economic Development Loan Program 

Technology Business Grant Program 

Green Technology Business Grant Program 

Citywide Business Grant Program 

Neighborhood Retail Assistance Program 

Vacant Property Initiative Program 

Gardening for Greenbacks 

 

——————— 行政の取り組み：税額控除制度（Tax-credit） 

デザイン地区創生運動では、地区内にある歴史的建築物を修復し、ショール

ームやスタジオ、小売スペース、居住空間などに用途転用することが期待され

てる。歴史的建築物の修復投資に対しては、連邦政府が税額控除制度を持って

いる。 
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１） 内国歳入庁に歴史的建築として登録されていること 

２） 修復に当たっては、その歴史的価値が失われないように注意すること 

３） 所得を生む建物であること（商業ビル。自社ビルでもそこでビジネス

が行われていること。） 

の条件を満たす修復投資に対し、築年齢に応じて投資額の 20％、10％相当額の

税額（所得税）控除を受けることができる制度である。 

一般的に歴史的建築物は利用している容積率が低い。そうした建物は、「容積

率を目一杯使いたい」という市場からの開発圧力を受けている。また、歴史的

建築物は天井が高く、エレベーターも旧式、採光量もモダン建築に比べると少

ない――など熱エネルギー効率が悪い。市場経済競争を前提にすると、生き残

れない建物である。「そうしたハンディキャップのある建物を市場経済の中で生

かし続けるためには如何したらよいか」という政策課題から制度化されたもの

が、歴史的建築物の修復投資に対する税額控除制度である。連邦政府の歴史的

建築の修復投資に対する税額控除制度は、30 年の歴史がある。特に、衰退著し

いダウンタウンの再生に寄与してきた。クリーブランドのデザイン地区創生で

も、この制度が機能する。 

オハイオの場合、州政府も歴史的建築の修復投資に対し、連邦政府とほぼ同

じ内容の税額控除制度をもっている。修復投資に対して投資額の 25％相当額の

税額控除である。連邦政府の制度と併用することができる。修復投資の 45％相

当額が税金控除で補填させるのだから、相当に魅力的な制度となっている。た

だ、州政府が用意している修復投資に対する税額控除の場合、総額に限りがあ

るために大変競争的な状況となっている。したがって応募しても供与されない

場合が多いという難点がある。 

 

——————— シナジー（相乗）効果 

ショールームやスタジオをつくってインダストリアルデザイナーを都心に呼

び込むデザイン地区創生運動は、それ自体がクリーブランドの都市再生につな

がることを期待されているが、同時に市内のほかの地区との間で都市創生のシ

ナジー効果が生まれることも期待されている。 

前述したように、デザイン地区に劇場地区がすっぽり入るために、米国各地

から観劇にやって来る来訪者が、観劇の前後にショールームや小売店を訪ね、

まちの賑わいをつくるようになる。また、その逆もある。商談に来たバイヤー、
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買い物に来た消費者が観劇して帰ることもある。レストランにも立ち寄るだろ

う。ホテルも必要になる。実際、Playhouse Square Foundation はホテル経営

をしている。 

デザイン地区と倉庫地区は徒歩 10 分の距離で、倉庫地区は今、クリーブラン

ドで最もトレンディなまちに変貌しはじめている。倉庫地区のデザインオフィ

スやレストランとデザイン地区の間でファッションピープルが行き来し、ビジ

ネスでも連携しはじめることは大いに想像できることだ。デザイン地区創生は

まずは、地区の背骨となっているユークリッド街沿いにはじまっているが、裏

通りに面的な広がりができることが望ましい。面的な展開が出てくると、倉庫

地区は近いのでファッションピープルの連携も容易になる。 

倉庫地区の再生は、アーティストがスタジオ兼居住空間を構えたことが発端

となった経緯は既述した。1980 年代までの話だ。その後、ジェントリフィケー

ションが急進展し、家賃が高騰し、1990 年代には先住者のアーティストたちの

立ち退きがはじまった。アーティストの移転先は、インナーシティのカヤホイ

ガ川河岸やエリー湖湖畔地区だ。そこで活動するアーティストとデザイン地区

が連携する可能性がある。 

また、クリーブランドは音楽家のメッカでもある。クラッシク、ジャズ、ウ

エスタン、カウントリー、ヒップホップ・・・。最近、インナーシティの廃屋

化した工場を用途転換し、インディペンデント系のレーベルが２社起業した。

ＣＤのパケッジ制作などでデザイン地区とシナジー効果がおきる可能性がある。 
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fig.歴史的建築を改装した高級レストラン fig.専門職のオフィスが増えている 

  

fig.歴史的建築を用途転換したロフト fig.歴史的建築の修復が進む 
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 ＣＩＡにカファッロ准教授を訪ねたとき、バイオアートという聞きなれない

単語を耳にした。新しい医療機器を医学部や総合医療機関と大学の工学系研究

室が連携して開発する際、医者が使いやすい、あるいは患者が使う場合にも安

心して使えるエンドユーザーにフレンドリーな機器であることが求められるよ

うになっている。そこにインダストリアルデザインが介在する余地が広がって

いる。それがバイオアートというコンセプトである。 

クリーブランドでは、クリーブランドクリニックと University Circle にあ

る有力大学のケースウエスタンリザーブのエンジニアリング学科、それにＣＩ

Ａが三位一体となってバイオアートに取り組むようになっている。この分野で

も、デザイン地区創生との間でシナジー効果を期待することができる。 
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３．提言 リ・アクティブ 関西ビジョン 〜大阪でのケーススタディ〜 

 

（１）大阪の都市創生のポテンシャルを読み解く 

 

 以上のように、それぞれの研究者の立場からアメリカの都市創生に関わる取

り組みを俯瞰してきた。この点を踏まえて、関西の都市創生を実現していくた

めのケーススタディとして、大阪の都心をモデルに提言することとしたい。 

 冒頭で触れた都市再生に関わる一連の取り組みは関西でも活発に取り組まれ

ている。また、ポスト都市再生として位置づけられる、産業・行財政・人材・

地域資源など都市が備える内発的なリソースをフルに活用しながら都市を再編

集してその活力を高め、中長期的に持続可能な都市経営フェーズへの到達を目

指す「都市創生」に向けた動きも始まっている。 

 そこでまず、大阪の都市創生に関わる現状とそのポテンシャルを読み解く。 

 

——————— 立ち上がるまちづくりとエリア・マネジメント組織 

 大阪においても、都市創生を実現する基本的な基盤ともいえる、District（地

区）を主体としたまちづくり組織の設立が進んでいる。 

 大阪市では、平成 9 年度からまちづくり活動支援制度を創設し、地域の身近

なまちの整備・改善のまちづくり活動を行う市民団体をまちづくり活動団体と

して認定し、まちづくりアドバイザーの派遣、まちづくりコンサルタントの派

遣、活動費の助成（5 年間年間上限 50 万円）などを実施している。これまで

38 団体がまちづくり活動団体として認定され、まちづくり活動にあたっている。 

 
fig.大阪市まちづくり支援団体制度概要（大阪市） 
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 こうした各地でのまちづくり活動団体の活動の活発化とともに、特に都心周

辺部では、地区に根差してより総合的な視点で組織的かつ戦略的にエリア・マ

ネジメントを推進していこうとする動きも進んできている。 
 

 
fig.エリア・マネジメントのイメージ（国土交通省） 

 

 繁華街における安全・安心なまちづくり、環境浄化、自転車対策などととも

に、観光客に向けた各種プロモーションなどに取り組むミナミでは、地元商店

会の個別の取り組みに加えて、各種団体の連携によるミナミ全体の活性化を目

指し、連携協力を進めていく連携まちづくり組織も設立され活動を展開してい

る。ミナミの繁華街の中心部にある宗右衛門町商店街振興組合では、安全で快

適かつ魅力的な繁華街の形成を目指した取り組みを進めており、宗右衛門町リ

ファイン 23 プロジェクトを策定し、電線電柱の地中化や石畳のある美しい街

並み整備、地区計画の活用による街並み形成とまちの品格を保つ建物用途のル

ール化などに幅広く取り組んでいる。 

 一方、京阪中之島線が整備され、水都大阪のシンボルとなっている中之島で

は、今後の再開発を展望して周辺に立地する企業を中心としたまちづくりも進

められている。中之島まちみらい協議会では、豊富な文化施設の集積や魅力的

な水辺環境を備え、関西を代表する多くの企業が立地する中之島のブランド力

を高め、中之島全体の一体的なまちづくりビジョンの策定や、本格的なエリア・

マネジメントによる地区の活性化を目指して活動の輪を広げている。 
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fig.ミナミでのまちづくり団体の活動状況 

 
fig.宗右衛門町商店街振興組合によるリファイン２３プロジェクト 
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fig.中之島でのまちづくり団体の活動状況 

 

 
fig.中之島まちみらい協議会（中之島まちみらい協議会ホームページより） 
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 商都大阪の心臓部、歴史的都心としての顔も持つ船場での取り組みもその可

動は活発化している。船場におけるまちづくりの特徴はその活動団体の多さに

加え、活動目的の幅の広さにある。ビジネス街らしく地域での新たなビジネス

チャンスの発掘や地域経済・商業活動の振興を目的としたビジネス活動系の組

織や、商都大阪以来の歴史を誇る伝統文化や地域でのアート活動を主眼に置い

た歴史・文化・芸術活動系の組織、御堂筋、三休橋筋など広大な船場というエ

リア内での個別地区の活性化を目指すまちづくり活動系の組織がそれぞれ活発

に動いている。また、2004 年にはこれらの活動団体が一同に会して、ネットワ

ークの形成、船場ブランドの再構築、まちのプロモーションなどに取り組む連

携まちづくり組織「せんば GENKI の会」が設立され、新たな都心まちづくり

組織のあり方、都心エリア・マネジメントのあり方を摸索した取り組みを進め

ている。設立当時 8 団体だったのが、2009 年時点で 23 団体とその輪を広げて

いる。 

 

 
fig.船場におけるまちづくり団体の活動状況 

 

 

65 
 



——————— 地区の歴史・文化資源を活かした、まちづくりと情報発信 

 大阪の市街地の成り立ちは、四天王寺、難波宮の時代から秀吉の船場開発、

近世の徳川幕府時代の町開発と堀川の整備、明治以降の近代化、大大阪時代の

近代都市計画、戦災復興期、高度経済成長期の都市改造など、常に時代に求め

られる要請に応える都市づくりがされてきた。そして、その時代の痕跡が地層

のように市街地に残っているのが大阪というまちの特徴でもある。 

 こうした歴史の断片は野田・空掘といった戦災をのがれた都心周辺の庶民の

市街地空間では懐かしい長屋と路地の空間としてその面影をとどめ、歴史的都

心の船場では数々の時代にあわせた都市改造が行われながらも基本的には 400

年以上前の秀吉時代の船場開発の際に形成された街区構成を今も使いこなして

いる。そして、明治・大正・戦前昭和から戦後まで、これまで経過してきた時

代の商人としての各時代の建築がいまも街並みに彩りを添えている。このよう

に地層のように積み重なった時代を物語る歴史資源を活用して、地域の活性化

に繋げていく様々なイベントや情報発信も盛んに実施されるようになってきて

いる。また、時代の証人としての歴史的市街地や、歴史建築等をリノベーショ

ンして現代的にアレンジし直し、再活用する取り組みも各地で進んでいる。 

 船場の中心を南北に貫く三休橋筋では、綿業会館をはじめ地域に残る数多く

の近代建築で構成される街並みを生かしながら通りの再生・活性化に向けた取

り組みが進められている。大阪市の実施する通り空間の再整備にあわせてガス

灯の整備や電線類の地中化も進められ、歴史性の感じられる街並み整備が進ん

でいる。 
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fig.愛珠幼稚園（今橋） fig.旧大中証券（三休橋筋） 

 

fig.綿業会館（三休橋筋） fig.寺西家長屋（昭和町） 

 

 
fig.近代建築再評価イベント 船場建築祭（船場アートカフェ） 
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fig.芝川ビル（伏見町） fig.練（空掘） 

コンバージョンによって再生 コンバージョンによる商業施設 

 

fig.生駒ビル（平野町） fig.空掘の路地 

コンバージョンによってオフィスに 長屋の続く街並み 
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 歴史都市のなかで育まれてきた伝統文化、庶民文化の継承・発信や、現代ア

ートによる地域の再評価、地域力の活性化といった取り組みも各地で盛んに取

り組まれている。歴史的街並みが残る船場では、地元 HOPE ゾーン協議会が設

立され、地域の街並み修景などの取り組みを進めているが、その一環として船

場の歴史を写真で紹介する展示会を開催するといった、地元からの情報発信も

盛んになってきている。また、水都大阪の再生・復興に取り組むシンボル・イ

ベント「水都大阪 2009」では、水の回廊を中心とした水辺での市民・アーチス

ト参加型のプログラムとして水辺の文化座に取り組んでいる。 

 さらに、市民レベルでの文化力の向上やアートの拠点づくりも地域との結び

つきを深めながら進められている。大阪の産業遺産でもある名村造船所跡地を

活用したクリエイティブセンタ—大阪での文化発信の取り組みや、芸術創造館の

文化の拠点としての提供といった個性ある文化の拠点づくりの動きや、大阪 21

世紀協会がバックアップする無数の体験型講座を提供するイベント

100DOORS といったユニークな試みも始まっている。 
 

fig.船場地区 HOPE ゾーン協議会の活動 
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fig.水辺の文化座（水都大阪 2009） fig.造船所を改造した Creative Center Osaka

fig.体験型講座 100DOORS fig.芸術創造館でのアーチスト支援メニュー
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——————— 広がる地区レベルのイベント・社会実験 

 街並みの形成や魅力ある中心市街地の再構築にむけたコミュニティづくり、

まちの潜在的なポテンシャルを表出化させ、新たな地区の将来像を生み出そう

とする試みとして、地区レベルでのイベントの活性化や社会実験の試みも、大

阪の都心の至るところで広がりをみせてきた。 

 毎年５月に開催されている御堂筋オープンフェスタでは街路空間・御堂筋の

可能性の再発見や沿道との一体的な利用による魅力づくりといった観点から

様々なイベントが展開されている。 

 また、水都大阪の空間的な魅力を表出させていく試みとして、北浜テラスの

取り組みも始まっている。水都大阪の風物詩として川床の設置を社会実験とし

て試みているもので、ビルオーナーの協力を得て実施されている。 
 

fig.御堂筋オープンフェスタ fig.北浜テラス 
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 地域コミュニティレベルでのコミュニティの再構築を目指した社会実験イベ

ントの試みも盛んになってきた。大阪都心のビジネス街、高麗橋では希薄化し

た地域コミュニティの再構築や歴史的な文化や資源が数多く残る高麗橋の魅力

を発信していくきっかけとして、まちのコモンズというイベントを実施した。

ホテルの公開空地を活用したミニ・コンサートの開催、高麗橋に事務所を構え

る世界的デザイナーの喜多俊之氏のオフィス・ギャラリーでの高麗橋映像・写

真展、銘店高麗橋吉兆による餅つきなど、点在する様々な地域資源を活用して、

失われた地域コミュニティの再構築を目指すきっかけづくりに取り組んでいる。 
 

fig.まちのコモンズ（船場アートカフェ） 

 

——————— 都市・地区レベルのブランド力向上 

 相変わらずステレオ・タイプで受発信され、流通する関西・大阪の都市イメ

ージは、その一側面を代表しているとはいえ、その単純さ、層の薄さは関西・

大阪のもつ歴史性や文化性、地域性を十分に表現されているとは言いがたい。

こうした状況を克服するべく、関西レベル、大阪レベルといった広域での都市

ブランドの再構築を試みる取り組みも進められている。大阪 21 世紀協会をはじ

め、行政、財界も連携して大阪ブランド戦略という取り組みを進めている。こ

の取り組みでは、大阪のもつ多様な資源を再評価して、その魅力を広く内外に

発信して固定化した大阪のブランドイメージの再構築を目指している。アート、

エンターテイメント、商業、祭礼、御堂筋・先端スポット、水都、ものづくり

中小企業集積、文学、スポーツ、食、伝統芸能、ロボット、バイオ、文化集客、

学問所・町人塾、家電、デザインといった様々な分野で大阪の誇るブランド資

源を発掘し、発信する活動が進められ、食博覧会、水都大阪といった数々のイ
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ベントとの連動も広がっている。また、大阪のもつ様々な地域資源や歴史の重

層性に着目し、その奥の深さや多様性を発信する大阪検定の取り組みも始まっ

ている。 

 そして、観光・集客と地域資源との結びつきを目指し、大阪の多様な魅力を

アピールするコミュニティ・ツーリズム活性化の取り組みへと広がりも見せ始

めている。 

 
fig.大阪ブランド戦略の推進体制 

 
fig.大阪検定（大阪商工会議所） fig.大阪まちあるき（大阪観光コンベンション協会）
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 こうしたブランド力の向上の取り組みは都市レベルといった広域的な枠組み

だけで留まらない。地区レベルでのブランド力の向上を高める取り組みも急速

に広がりを見せている。東横堀川周辺のまちづくりを進める東横堀川水辺再生

協議会、大阪商工会議所では、界隈の歴史・文化・魅力を講座形式で提供する

取り組みを進めている。また、北船場や淀屋橋ウエスト、堀江のように界隈性

とブランド力の向上にむけたプロモーションや商業開発、まちづくりとの連携

も定着化を見せている。 

 

 

fig.淀屋橋ウエスト fig.e-よこソーシャルカレッジ 

（東横堀川水辺再生協議会） 

fig.インテリア・デザインのまちとしてブランド化している堀江 
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fig.野田・福島の魅力を発信するフリーペーパー（大阪市都市工学情報センター）

 
fig.水都大阪フェスティバルでのイベント分布（地区ブランドの集合体としての編集） 
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——————— 地区のポテンシャルを生かした都心のビジネス活性化 

 都心でのまちづくりの活性化は、住宅地とは異なり、ビジネスを活性化させ

る取り組みと切り離して議論することは難しい。そしてむしろ、衰退する中心

市街地活性化の取り組みには地区を支えるビジネスを創出するところにその核

心があるといってもよい。こうしたビジネスの活性化を地区のもつポテンシャ

ルに着目して進めようという動きもある。 

 船場センタービル商栄会では、繊維卸売・小売業の集積を生かして、そのデ

ザイン力やコーディネート力を高めつつデザイナー等関連業種との連携を深め

る取り組み、専門学校大阪文化服装学院との協働によるフリーペーパーの発行、

近年急速に増加する海外からの仕入れ客、観光客のショッピングに対応した情

報提供の基盤づくりなど、多方面のビジネス活性化の取り組みを進めている。 

fig.船場センタービルフリーペーパー（船場センタービル商栄会） 

 また、船場クリエイティブ・ポート推進協議会では、不動産開発、商業施設

開発に主眼を置いて地区の新たなビジネス創出の動きを後押しする。船場セン

タービルの空店舗の続く一角を一体的にリニューアルして飲食店の集積をはか

る船場茶屋小路、船場女将小路の取り組みはテナント・リーシングに苦しむ都

心ビルの再生手法として注目を浴びている。 
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fig.船場クリエイティブ・ポート推進協議会 

 
fig.船場女将小路 
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——————— 空間戦略の再構築 

 これまでに紹介してきた多くの地区の再生やブランド力向上の取り組みを取

り込みながら、都市全体の空間戦略を再構築して、新たな大阪の空間像を編集

する動きも進んでいる。 

 大阪の地域資源を活用し、地区毎に展開するまちづくりを連動させて新たな

空間像を摸索するきっかけとなったのが、水の回廊と呼ばれる水辺周辺でのま

ちづくりの取り組みだ。平成 13 年に水の都再生の取り組みが都市再生プロジェ

クトに採択されて以降、その再生構想の検討が練られ、周辺に点在する地区の

まちづくりを連動させながら、水都大阪の空間像を発信することにその目的が

置かれている。この構想の一環として、とんぼりリバーウォークや八軒家船着

場、ほたるまちなど数多くのプロジェクトが水の回廊周辺で展開している。 

 

 
fig.水の回廊と周辺でのプロジェクト（大阪府） 
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 また、当研究所では平成 20 年に水都ジェントリフィケーション −大阪トラ

イアングル構想—を発表している。この研究では、都心に近接していながらその

有効活用が進んでいないインナーベイエリアの可能性に着目して、その段階的

な活性化のシナリオを構築するとともに、大坂城から中之島、ベイエリアに至

る都心水辺軸を大阪の新たな空間像として打ち出していく提言をまとめている。 

 

fig.東西水辺軸の形成（関西社会経済研究所 水都ジェントリフィケーション）  

 

 こうしたこれまでの取り組みや地区レベルのまちづくりの活性化の状況を受

けて、大阪市が平成 21 年 3 月にまとめた「『元気な大阪』を目指す政策推進ビ

ジョン」では、次代の大阪が目指す新たな空間像として、大阪城〜中之島〜安

治川〜ベイエリアに至る東西軸を「海の御堂筋」と名付けて、歴史・文化や環

境を基調にしたまちづくり構想を発表している。この構想では、各地で展開す

る地域資源を生かしたまちづくりの取り組みを相互編集しながら一体的な空間

像を構築しようとする試みとして期待される。 
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fig.海の御堂筋構想（大阪市 『元気な大阪』をめざす政策推進ビジョン） 

 

（２）大阪の都市創生に向けた提言 〜大阪版ＢＩＤシステムの導入〜 

 

 以上述べてきたように、大阪においても相当程度都心の再活性化に向けた取

り組みは広がりを見せており、一定の効果を上げてきている。こうした一連の

取り組みは都市再生という政策との一部関連性はあるものの、むしろ別の都心

の再活性化の試みが広がっていると見るべきであろう。 

 いずれにせよ、こうした活動の広がりは大阪の都市創生を牽引する有力な素

材となることは確かであるが、アメリカ都市で取り組まれている一連の取り組

みとの対比によって、大阪の都市創生に向けた提言としたい。 
 

———————エリア・マネジメントを基盤とした都心賦活政策展開への移行 

 いま、大阪では各地で広がるエリア・マネジメントを展望した動きは出てき

ているが、残念ながらこれらと結びついた政策展開が十分に図られている状況

とは言い難い。元来、都市ビジョンの構築は、マクロレベルのコンセプトから

語られることが常であった。しかし、アメリカ都市での取り組みを眺めていて
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も、都市全体のコンセプトと対をなすように、地区レベルでの賦活政策がミク

ロレベルで展開され、それらが相互に関係をもちながら、都市創生の試みが進

められている。こうした取り組みや、大阪での地区レベルのまちづくりの活性

化状況を勘案すると、いよいよ大阪においてもエリア・マネジメントを基盤と

した都心政策へ移行することが求められていると考えるべきであろう。 
 そこでまず、各地区で展開するエリア・マネジメント組織の設立を積極的に

後押しし、こうした組織の位置づけを都市政策上明確に規定し、行政が取り組

む都市創生政策のパートナーとしての位置づけを確立することが必要である。 
せんば GENKI の会（2009
年度より船場げんきの会

に名称変更）は、大阪の歴

史的都心、船場を中心に、

歴史・文化、ビジネス、ま

ちづくりなど都心の持つ

多様なポテンシャルを活

性化させ、船場を元気にす

るための様々な活動を展

開しているまちづくり組

織である。 
せんば GENKI の会の特徴

は、通常のまちづくり組織

とは異なり、船場で活動し

ている様々な組織の連携

によって地域活性化を目

指すところにあり、2004
年から活動を進めている。

220ha に及ぶ広範なエリ

アでのまちづくりを展開

していくという性質から、

既存の様々なまちづくり

組織と協力しながら、船場

ブランドの確立や、効果的

なプロモーションの実施、

まちづくりビジョンの策

定、地域活性化のためのビ

ジネスプランの策定、都市

計画のルールづくりなど、

協力・連携することが相互

のメリットにつながる連

携を進めている。近年は、

さらなる地域活性化を目

指して、エリア・マネジメ

ントの導入を検討してい

る。 

fig.船場で提唱されているエリア・マネジメントシステム（せんば GENKI の会） 
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———————エリア・マネジメントを支える持続可能な活動基盤づくり 

 確かに、エリア・マネジメントを展望する動きは広がりを見せているが、ア

メリカと異なり、財源の不足、人材の枯渇、制度面での位置づけのなさなども

手伝って、多くの組織はその活動基盤の不安定さに悩みを抱えているという点

にも注意する必要がある。そこで、アメリカの BID に見られるような自律的な

財政基盤の確立を果たす制度設計に早急に取り組むべき時期に来ていると言え

るだろう。 

 また、地域リソースの活用、地域活性化に資する活動等と連動した資金調達

手法も認めるなど、持続可能な活動基盤の確保に着手する必要がある。特に、

その活動内容を評価する手法と並行しながら、会費収入などをバックアップす

る制度的枠組み、税収増や雇用増など地区の活性化と連動した財源の投入シス

テム、公開空地、水辺空間の活用やエリア・マネジメント広告などエリア・マ

ネジメントを活かす仕組みを構築することが求められている。 

 さらに、行政や地域金融機関なども参画する各種不動産開発や施設管理など

に取り組むまちづくり会社（飯田まちづくりカンパニー、高松丸亀町まちづく

り株式会社など全国での中心市街地活性化の取り組みに例がある）の設立と、

学校跡地等の公共財産の有効活用や、公園等公共施設の指定管理者制度を組み

合わせた方法なども有効な方法である。 

fig.市民活動団体支援制度（1％支援制度） fig.エリアマネジメント広告社会実験 

（市川市） （丸の内エリアマネジメント広告実行委員会）
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fig.水の都ひろしま推進協議会によるオープンカフェ事業 

 

事業協賛金を活用したまちづくり財源の確保 

 
fig.飯田まちづくりカンパニーの出資構成 
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———————District（地区）単位での総合政策パッケージと対話型システムの導入 

 こうしたエリア・マネジメントを基盤としたまちづくりシステムに移行して

いく際に地区レベルで構築すべき仕組みは、地区のポテンシャルや資源および

地区の抱える課題にきめ細かに対応した政策パッケージの導入にあるといって

よい。都市計画、産業政策、経済開発、コミュニティ開発といった様々な施策

を District（地区）という単位で組み直し、相乗的効果を生み出すかたちで資

源の集中投資を行う必要があるのである。 
 地区のポテンシャルを高める特定用途に対する容積率ボーナスや街並景観に

対するルールづくりとともに、地区単位でのテナント・リーシング、起業支援、

歴史的建築物の活用を支える容積率移転のシステムなど、様々な分野に渡る施

策を組み合わせてその活性化を実現するべき道を探る必要がある。 

 そのための行政組織の再構築や対話型のまちづくりシステムの構築が必要で

ある。 

 
fig.地区を主体とした総合政策パッケージイメージ 
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———————District（地区）のまちづくりを支える資金循環構造の確立 

    関西都市創生インターミディアリーの提案 

 また、事業推進を協力に後押しする環境整備も不可欠である。地区のポテン

シャルを生かしたまちづくりに対する容積率ボーナス、街並み景観形成のため

のルールづくりなどと呼応して、不動産開発事業や各種経済開発事業を後押し

する民間資金投入に対するインセンティブもその拡大が求められる。加えて、

補助金などの公的資金による支援だけでは充分な効果が得られないため、レバ

レッジの効いた資金調達を後押しする仕組みづくりが重要となる。 
 しかし、わが国の税制上の仕組みを大きく変えないかぎりアメリカ都市に見

られる賦活策を本格的に導入することは難しいが、公益信託、地方自治財政レ

ベルでの資金配分、ふるさと納税の活用、ローカル金融機関のＣＳＲ、パート

ナーシップと連動したローンシステムなど、取り組める余地はあるはずである。 
 

 

fig.関西都市創生インターミディアリーの仕組み 
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fig.レバレッジを重視した事業支援のイメージ 

 

 特に、アメリカ都市における都市創生の取り組みでは、レバレッジ（梃子）

を重視した資金供給と、民間の投資家からの資金誘引を果たすインターミディ

アリーの存在があり、経営、事業面の支援など多面的なサポートを行っていた。

こうした仕組みを関西レベル、広域行政レベルで導入することを検討してはど

うか。行政産業施策、ローカル金融機関、商工会議所、財界などが一体となっ

て地区レベルでの経済活動を支援し、資金循環構造を確立する動きを進める取

り組みは、関西の各地で展開される District（地区）のまちづくりを支援する

大きなサポート主体となりうるはずである。 
 
———————地区のポテンシャルに応じた都市創生メニューの確立 

 前述したように、わが国の現状の都市再生政策は規制緩和型の施策に比重が

置かれている。しかし、この政策が機能するのは、容積にポテンシャルが見込

める数少ない立地条件の場所に留まってしまう。その一方で関西をはじめ大阪

の都心の様々な地区のポテンシャルには色々な状況がある。中長期的に土地利
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用転換を目指すべき地区や、民間主導での活性化が可能な地区、既存の資源を

有効活用しながら多様な土地利用を誘導する地区などそのポテンシャルには大

きな格差が生じており、こうした地区の状況に応じた都市創生を実現する多様

なメニューの確立が求められる。 
 そのためには、前述した総合政策パッケージを有効に活用しながら、都市計

画、経済開発、企業立地に関わる税制優遇（補助金）などを組み合わせたシナ

リオ構築が有効になってくる。特に企業立地に関わる戦略的な税制優遇（補助

金）は、大規模なものをターゲットとしたものは充実している反面、地区レベ

ルの起業や産業の活性化を果たす中小レベルの支援策はあまり充実していない

のが実状である。そこで地区レベルでの都市創生では、アメリカ取り組みに見

られる中小レベルの支援を強化することが求められる。 
 

——————— 都市イメージの編集 濃密な有機体としての都市像の構築 

 前述したように、都市ブランド力の向上や、地区レベルでのブランド力向上

の取り組みは関西、そして大阪各地で広がりを見せている。しかしながら、そ

のことが都市空間像の構築にまだ十分結びついていないのも実状であろう。 

 こうした課題を踏まえ、大阪においても水都における水の回廊、大阪駅北地

区、中之島周辺といった都市の顔となる骨格部分のイメージ形成については、

一定の方向性が示されつつある。しかし、こうした「図」の下地となる「地」

の部分、すなわち都心および周辺に点在する界隈性のある地区のまちづくりを

取り込んだ形での都市像の構築は未だ十分な状況とはいえず、多様な都市のイ

メージを強化する意味においても積極的に取り組むべきである。 

 このことは、地区主体のまちづくりを都市政策に取り込んで実現が果たせる

が、この取り組みによって、より地区らしさが表出する都市空間のしつらい（公

共空間のデザイン）や街並み形成、界隈性の形成へと発展させていく必要があ

る。 
 例えば、劇場街としてのまちづくりを進めるシアター・ディストリクト、デ

ザインを核に地域の産業育成やショールーム、公共空間をつくるデザイン・デ

ィストリクト、歴史的な建築物を生かした街並みの形成や、容積率移転などの

方法により維持管理を支えるマネジメントシステムを内包したヒストリック・

ディストリクトなど、地区の個性をより強力に打ち出した総合政策パッケージ

の面的な展開によって、大阪の都市イメージはより濃密で有機的なものとして
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構築されるはずである。 
 クリーブランドのデザイン地区の試みのように、大阪でもデザイン地区のよ

うな地区（District）を設定し、それをバネに新たな都市型産業を呼び起こす選

択肢があるのではないか。船場、谷町には繊維・衣料・装飾系を中心としたイ

ンダストリアルデザインの歴史と企業文化の蓄積がある。家電工場が海外に転

出してしまったとはいえ、家電産業は機能とデザインを競う産業であり、その

伝統はまだ、関西圏に息付いている。消費者を顧客層とする食品系の製造業も

関西には多い。食品系もまた、インダストリアルデザインの質が問われる時代

といえるだろう。確かに、関西・大阪にはインダストリアルデザインのＤＮＡ

が色濃く残っている。 

 大阪の都市イメージは如何なるものかを考えたとき、改善の余地は多いにあ

る。大阪にビジネス出張して来ても宿泊は京都や神戸、という話をしばしば耳

にする。外国人観光客は大阪に立ち寄らないことが多い。しかし、それも元来

大阪が持っているポテンシャルや資源をまちに表出させ、そのことが地区を支

える新たな産業となり、かつまちの賑わいにも寄与するようなサイクルが生み

出せるとすれば、大いにイメージを高められる可能性を感じることができる。

決してよいとは言えない大阪の都市イメージを転換してそれを都市マーケティ

ングすることによってかなり変えることができるのではないだろうか。 
 

——————— 大阪・ミナミを再び劇場地区（Theater District）に 

    個性ある地区（District）の形成とそれを支える制度仕組みの導入 

 以上を踏まえて、大阪に様々な個性ある地区（District）を設定し、重層的な

都市イメージの強化をはかるとともに、既存の産業集積を生かして新たな都市

型産業の集積・起業を後押しし、かつ地区での資金循環が生じて自律的なエリ

ア・マネジメントが実現しうるサイクルを生み出す政策へと転換していくこと

を提案したい。 

 たとえば、繁華街ミナミでは空洞化が進む劇場を再び誘致して、劇場地区

（Theater District）として再構築していくというアイデアはどうだろうか。道

頓堀のルーツは近世、水辺におかれた芝居小屋に端を発し、その後五座の成立

によって、芝居茶屋をはじめとする関連産業が集積することで関西屈指の繁華

街へと発展を遂げた。 
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fig.近世の道頓堀の賑わい（摂津名所図会：道頓堀芝居側） 

 

 しかし、近年の劇場ビジネスの低迷、高地価から要求される地価負担力など

から、ミナミから次第に劇場は消えようとしている状況にある。その一方で、

劇場という地区の経済を支えるエンジンを失った繁華街ミナミではその空洞化

も懸念される状況になっている。集客できる核がない繁華街は大黒柱を失った

家に等しく、地区の自律的な経済システムに深刻な打撃を与えている。確かに、

劇場というビジネスは周辺の飲食店などと比較してリスクも大きい割に収益性

の低い性質を有する。しかし、地区の核として集客する役割を担うことができ

れば、周辺市街地への波及は大きなものが期待できる。そのためには、劇場地

区（Theater District）における劇場を備えた建築物に対する思い切った容積率

ボーナスの提供や、税の優遇措置、劇場と水辺といったミナミの有する地域資

源を最大限生かした都市デザインの導入など、地区のアイデンティティを表出

させる様々な制度仕組みの導入が欠かせないのではないだろうか。 
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fig.ミナミの主要な劇場・ホール 

劇場・ホール名 座席数 備考 

557  大阪松竹座 

753  国立文楽劇場 

1,638新歌舞伎座 2009 年 6 月閉館 

285テイジンホール クラシック音楽 

900  なんばグランド花月 

681  なんば Hatch 

233  base よしもと 

300ワッハ上方演芸ホール 移転検討中 

 

 こうした、劇場・ホールを核にしたまちづくりを進め、地区ぐるみでエンタ

ーテイメントビジネスを支えていくことは、地区への来訪者数増加や観光ビジ

ネスの活性化、小売、飲食、ホテルビジネスといったビジネス活性化の起爆剤

として期待され、新たな飛躍も期待できる。 

 

——————— ニューヨーク・Times Square での取り組みから 

 いま、道頓堀で起きている劇場街の衰退と風俗街等の進出による地区環境の

悪化という問題は、かつて、ニューヨークのブロードウェイ、あるいはタイム

ズ・スクエア周辺でも 80 年代から深刻な問題となった。ニューヨークの主要

な産業のひとつでもある観光産業は、演劇やミュージカル、ライブ等のショー

ビジネスにとどまらず、周辺の飲食店、観光ツアー、ホテルなどの幅広い都市

型ビジネスと深いつながりを持っていた。しかし、こうした観光産業の中核を

なすショービジネスの衰退によって、関連する産業を多く抱える地区は衰退の

一途をたどっていったのである。劇場街は荒廃し、賃料を確保したいオーナー

はポルノショップをテナントとして受け入れるようになった。その結果、地区

環境の悪化によって人足が遠ざかるようになり、荒廃が進むといった悪循環が

起こり、ニューヨークのタイムズ・スクエア周辺は一時、麻薬密売の温床にな

るといった最悪の状況にまで至ったのである。 

 こうした問題に対処するべく立ち上がったのが地区の住民、不動産オーナー、

商業者たちであった。1992 年には BID である Times Square Alliance の指定を

受け、地区の再生に向かった活動を始めた。ディズニーの進出といったテナン
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ト立地の強化をはかる一方、ニューヨーク市と協力して風俗店規制を導入し、

徐々にまちの環境浄化と、エンターテイメントビジネスを中心とした地区産業

の再生に乗り出した。BID としての活動は清掃、警備、タイムズ・スクエアで

のカウントダウンイベントの開催や、広告サイン整備、観光案内所事業、マー

ケティング、プロモーションなど地区の活性化に資する多面的な活動を展開し

ている。 

 売り上げ面で見ればタイムズ・スクエアの主要な産業は明らかに小売・ホテ

ルビジネスであり、ショービジネスの占める割合は２割に満たない。その一方

で、劇場・ホール数は 61 に対して、ホテル数は 35 とショービジネス系の土地

利用が突出しているのがタイムズ・スクエア周辺の特徴である。たしかに、シ

ョービジネス自体は事業リスクも大きく、収益性も必ずしも高いとはいえない。

しかし、ショービジネスがあることで小売やホテルといった主力産業が成立し、

それらの総体によってニューヨークの観光産業が成立している構造がそこには

ある。この構造を地区全体で互いに支えながら、地区の活性化を目指している

のが、タイムズ・スクエアの取り組みと言える。 
 

fig.Times Square Alliance の地区の概況（資料：Times Square Alliance） 
面積（㎢） 約０．８（ニューヨーク市の 0.1％） 
居住者数（人） 約１７，０００人 
就業者数（人） 約２００，０００人 

（ニューヨーク市の 5％） 
年間来訪者数（人／年） 約３５，０００，０００人 
年間売上高（億ドル） 計       ４９ 

 小売     ２０ 
 ホテル    １６ 
 ショービジネス ８ 
 その他     ５ 
９００ 地区の経済規模（億ドル）

 （地区内外への間接効果を含む） 
主要立地施設数 劇場・ホール数 ６１施設 

ホテル数    ３５施設 
（客室数１５，０００室） 
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fig.Times Square Alliance Annual Report 2007 表紙 

 

——————— 地区を特徴づけ、地区を活性化する District 群で構成される大阪へ 

 この他、近代建築が豊富に残る船場では、歴史的な街並みを生かし、保全で

きる仕組みを備え、文化やデザインなど都市型産業を誘致する歴史的都心地区

（Histric CBD）として再生させる方法や、船場や堀江などアパレル、繊維、家

具といった様々なデザイン関連産業の集積を生かし、都市型産業の創出を目指

したトレンド発信基地としてのデザイン地区（Design District）など、地区の個

性を生かした賦活策は大阪の都心を甦らせる可能性に満ちている。 

 雑然として没個性的な都心の風景を一変させ、魅力的な都心の産業を創造さ

せ、エリア・マネジメントによって自律的できめ細かな地区経営を実現できれ

ば、自ずと大阪の都市イメージは再び輝きを放つはずである。 
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fig.ミナミ劇場地区のイメージ 
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fig.大阪都心で展開される地区（District）中心の都市創生のシナリオイメージ 

94 
 



２００８（平成２０）年度 

（財）関西社会経済研究所 都市創生研究会 

 

１． 研究会構成メンバー 

担当 氏名 所属 役職 

大阪市立大学大学院工学研究科都市系専攻 
主査 嘉名 光市 准教授 

大阪市立大学工学部都市学科・建築学科 

矢作  弘 大阪市立大学大学院創造都市研究科 教授 
委員 

金  淳植 大阪市立大学都市研究プラザ 特別研究員 

長尾 正博 次長 

島  章弘 総括調査役 
事務局 （財）関西社会経済研究所 

井上 建治 調査役 

大野 裕司 総括調査役 

 

２． 研究会開催記録 

２００８年 ９月 ４日（木） 第１回 キックオフ会議 

１０月２４日（金） 第２回・大阪の都心まちづくりが抱える課題 

             ・CDFI の制度的仕組みと役割 

１２月１２日（金） 第３回・ボストンの近況について 

             ・アメリカのまちづくりについて 

             ・アメリカ視察調査打合せ 

   ２００９年 ３月 ５日（木） 第４回・アメリカ視察調査打合せ 

         ３月 ８日（日） アメリカ視察調査 

                    ニューヨーク、クリーブランド ～

         ３月１５日（日）   ボストン、ワシントン 

         ４月 ７日（火） 第５回・アメリカ調査に関するヒアリング 

結果について 

         ５月１１日（月） 第６回・アメリカ調査に関するヒアリング 

結果について 

         ６月１１日（木） 第７回・アメリカ調査に関するヒアリング 

結果について 

                     ・報告書のとりまとめについて 

         ６月～１１月   研究成果報告まとめ作業 
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